


































第 1 章 はじめに                                4         
 1．本論文の研究の背景                             4        
 2．本論文の目的                                8 
 3．本論文の構成                               11 
 
第 2 章 リサーチ・クエスチョンと分析枠組み                  15 
 1．先行研究の知見と課題                           15 
 2．分析枠組み                                19 
 3．リサーチ・クエスチョン                          20 
 4．研究対象とデータの収集                          20 
 5．分析方法                                 22 
 
第 3 章 ファミリービジネスの先行研究                     24 
 1．ファミリービジネスの特徴                         24 
2．ファミリービジネスにおけるアントレプレナーシップ研究           30 
 3．エージェンシー理論                            34 
 4．資源ベース論とファミリネス                        36 
 5．スチュワードシップ理論                          42 
 
第 4 章 コーポレート・アントレプレナーシップの先行研究            47 
 1．コーポレート・アントレプレナーシップの概念                47 
2．機会の発見とコーポレート・アントレプレナーシップ             51 
3．組織学習からみたコーポレート・アントレプレナーシップ           54 
 4．組織要因とコーポレート・アントレプレナーシップ              59 
5．組織のアントレプレナー的行動                       61 
 6．ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップ      62 
  
第 5 章 戦略的アントレプレナーシップの先行研究                70 
 1．戦略的アントレプレナーシップ                       70 
 2．アントレプレナー的マインドセット                     72 
 3．戦略的アントレプレナーシップの資源                    77 




第 6 章 質問票調査の分析対象であるファミリービジネスの特徴          84 
1. インタビュー調査の分析対象と概要                     84 
2. インタビュー調査の結果                          85 
3. 質問票調査の分析対象                           87 
4 .質問票調査の分析対象企業の概要                      87         
5. 社内のアントレプレナーシップ活動に関する調査結果             94 
 
第 7 章 アントレプレナー的マインドセットとアントレプレナー的 
パフォーマンス               103 
 1．はじめに                                103 
2．ファミリービジネス研究におけるアントレプレナー的マインドセット      104 
 3．アントレプレナー的パフォーマンス                    106 
4．ファミリービジネスの変化への意思                     107 
 5．ファミリービジネスの意思決定包括性                    109 
 6．戦略的プランニング                            112 
 7．方法                                   115 
 8．分析結果                                 115 
 9．考察                                   117 
 
第 8 章 アントレプレナー的オリエンテーションとアントレプレナー的 
パフォーマンス                121 
1．はじめに                                 121 
2．アントレプレナー的オリエンテーションの研究動向              122 
 3．アントレプレナー的オリエンテーションの次元                124 
 4．アントレプレナー的オリエンテーションとアントレプレナー的 
パフォーマンス          126 
 5．方法                                   130 
 6．分析結果                                 131 
 7．考察                                   134 
 
 
第 9 章 ファミリネスおよびトップの役割とアントレプレナー的 
オリエンテーション                          139 
1．はじめに                               139 
2．ファミリネス                              140 
 3．ファミリネスとアントレプレナー的オリエンテーション          145 
3 
 
4．トップ・マネジメントの役割                       147 
5．ファミリネスとトップ・マネジメントの役割                152 
6．方法                                  154 
 7．分析結果                                156 
 8．考察                                  162 
 
第 10 章 組織要因とアントレプレナー的オリエンテーション           169 
1．はじめに                                169 
2．コーポレート・アントレプレナーシップにおけるマネジメントの役割     170 
 3．ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因            171 
 4．方法                                  175 
 5．分析結果                                177 
 6．考察                                  181 
 
第 11 章 結論                                186 
1. 分析結果の総括                             186 
2. 貢献と今後の課題                            192 
  





























認しており、その企業数は 8785 社にのぼる。日本は 58 カ国の中で長寿企業が存在する数
が 3937 社とトップと全体の約 45％を占め、次のドイツ 1563 社、イギリス 315 社を大きく
引き離す存在である。また 2010 年の帝国データバンクの資料から日本の老舗について研究



















しかし、Shanker & Astrachan (1996)は米国の全事業社に占めるファミリービジネスの比重
を 90～98％と推定しており、International Family Enterprise Research Academy の 2003 年の調
査では、米国の全事業社に占めるファミリービジネスの割合は 96％、GNP に占めるファミ
5 
リービジネスの割合は約 40％、雇用に占める割合は約 60％としている。さらに、International 
Family Enterprise Research Academy の 2003 年の調査では、各国におけるファミリービジネス
の国内経済に占める割合も調査しており、フランスでは全事業社に占める割合が 65％、GNP


















活用あるいは適用であり（Hitt et al., 2002）、既存企業の内部のチームが、現在もっている資
産、市場、能力を活用しつつ、それらとは一線を画した新規ビジネスを考案し、育成し、




るための組織的なアントレプレナー的行動であり(Kellermanns & Eddleston, 2006; Zahra, 
































レナーシップの世代継承性の分析(Nordqvist & Zellweger, 2010)や、ファミリーのアントレプ
レナーシップの世代間継承性を長寿性から捉えた分析(Zellweger, Nason, & Nordqvist, 2012)、
コーポレート・アントレプレナーシップに影響を与える諸要因に関する分析(Eddleston, 













スの組織文化やライフサイクル(Hoy & Sharma, 2009)、アントレプレナーシップにおける組
織学習(Dess, Ireland, Zahra, Floyd, Janny, & Lane, 2003)、アントレプレナーシップとパフォー
マンスの関係(Nalde, Nordqvist, Sjberg, & Wiklund, 2007)、アントレプレナーシップにおける


































































































































だと考える(Hitt et al., 2002)。 
みずほ総合研究所(2008)の報告書によると、2006 年度の国税庁の税務統計として用いられ









































































 第 7 章では、提示した分析枠組みのうち、コーポレート・アントレプレナーシップに影
響を与えるアントレプレナー的マインドセットと戦略的プランニングについて分析を行う。
アントレプレナー的マインドセットと、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アン




















































































































であり(Zahra, Nielsen, & Bonger, 1999)、既存組織の持続的成長や持続的成功、企業の利益の



























いて研究が進められている(Floyd & Wooldridge, 1992; Morris et al., 2008; Quinn, 1985; Zahra et 
al., 1999)。先行研究により、コーポレート・アントレプレナーシップに成功した企業は、ミ
ドルのアントレプレナー的行動を促し、活動を促進させる組織要因を持つことが発見され
ている(Marvel, Griffin, Hebda, & Vojak, 2007; Pearce, Kramer, & Robbins, 1997; Zahra, 1991; 















Morris, & Covin (2011)は、新しい流れとメインである既存の流れとのバランスを取るのもト
ップの役割であると示している。 
コーポレート・アントレプレナーシップの成否を決定づける要因として、ファミリービ
ジネスでは企業独自の資源と組織要因がある(Lumpkin & Dess, 1996)。ファミリービジネス
の場合は、企業が有する資源が一般企業である非ファミリービジネスの資源に限らず、フ
ァミリービジネス特有のファミリー資源であるファミリネスが資源として存在する


































（Habbershon & Williams, 1999)。つまり、ファミリーの経営姿勢や価値観はコーポレート・









社会にとって価値となる優位性の探求、機会の探求に関心を持ち(Hitt et al., 2011)、戦略的な
視点をもってアントレプレナー的行動をとることと定義し(Hitt et al., 2002)、戦略的アントレ
プレナーシップに取組む企業とは、戦略的視点をもって継続的に新しい機会探求行動と優
位性探求行動に取り組む企業とする(Hitt et al., 2011)。小企業であれ大企業であれ、一般企業
であれファミリービジネスであれ、その事業の継続と発展に必要なものが、戦略的アント
レプレナーシップである(Hitt et al., 2011)。ゆえに、企業にとって戦略的アントレプレナーシ
ップの視点を持つことは、新しい機会を発見して既存の社会的経済的な競争状況を打破し、




に探し出そうとするには、まず、アントレプレナー的マインドセットが必要である(Hitt et al., 
2002)。企業がイノベーションを成功させるためにはアントレプレナー的マインドセットが
必要なのであり(Morris et al., 2008; Nordqvist & Zellweger, 2011)、アントレプレナー的マイン
ドセットには継続的なイノベーションを導く潜在性があるため、企業の競争優位の源泉と
なりえるからである(Hitt et al., 2009)。アントレプレナー的マインドセットは、不確実性から













の議論を行う必要がある(Nordqvist et al., 2011)。 
これまでのアントレプレナーシップの先行研究から、所有と経営の一致における比率等
のオーナーシップ要件など、ファミリービジネス特有の内部環境要因が資源やアントレプ
レナー的オリエンテーションなどに影響を与えることが示されている(Dess et al., 2003; 








アントレプナーシップの分析枠組みを図 2.1 として提示する、 
 
 
図 2.1 ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの分析枠組み 
 
                
   
   
  








































































5) 少なくも 2 世代がファミリービジネスに関わっている企業 
6) 創業、起業から 30 年以上が経過している企業 





















1) 家族親族で所有する株式が 50％以上となるオーナー経営の企業であること 
2) 従業員が最低 10 人以上いる企業(派遣社員を含む) 
22 
3) 過去に事業承継が行われている企業、もしくは創業者がいるが 2 代目が後継者として取
締役にすでに就任している企業 
4) 創業、起業から 30 年以上が経過している企業である 
 





低従業員数を 10 人としている。 
その上で調査対象とするファミリービジネスは、東京青年会議所、日本青年会議所、ライ






































決定における認知パースペクティブの研究は Vermeulen & Cutseu (2008)に詳しい。 
2) Babson College の STEP Project は Babson の Center for Entrepreneurship で行われているグロ
ーバルな研究であり、年次カンファレンスを行い、各国企業がパートナーシップを組ん






4) 銀実会は 60 年の歴史を持ち、銀座の路面店の老舗の経営者や後継者が結成した組合 
参加資格は 40 歳以下、2012 年時の所属メンバーは 60 名、退会したＯＢを含め 257 名
である。 
5) 東都のれん会は百年以上の伝統を有する老舗の会であり、現在 53 軒が会員である。 


















徴とされる企業形態である。このような形態の企業は各国で見られ、Anderson & Reeb (2003)
による米国の S&P500 企業の調査ではその約 35％をファミリービジネスが占め、上場企業
だけでなく中小企業も含めた米国全体でみれば企業数の 89％に上り、GDP の 64％、雇用の
62％を占めている(Shanker & Astrachan, 2003)。1999 年から毎年継続されているロンドン大学
のグローバル・アントレープレナーシップ・モニターの調査報告書では、英国の企業総数
に占める割合が約 75％になり、ドイツでは約 200 万社といわれる企業全体の 80％がファミ
リービジネスである(Owens, 1994)。日本においても、みずほ総合研究所(2008)の報告書によ
ると、2006 年度の国税庁の税務統計、約 260 万社の法人企業のうち 95％がファミリービジ







































藤 (2005)は Neubauer & Lank (1998)の研究から、ファミリービジネスの定義は、ファミリー
の影響力、ファミリーの経営参画、ファミリーの複数構成員の関与、次世代へ継承する意
思の 4 つに区分できるとしている。 





(Demsetz & Lehn, 1985)、創業家が会社を所有(Leech & Leahy, 1991)、創業家メンバーが取締























画が複雑に絡み合う組織である。Gersick, Devis, Hampton, & Lansberg (1997)が、ファミリー
ビジネスの特徴を、所有、経営、ファミリーの 3 つの要素の重なりからなる 3 サークルモ










リーメンバーによるファミリー・ガバナンスにも留意しなければならない(Gersick et al., 





優位性について引用文献として最も用いられている Anderson & Reeb (2003)の研究は、米国







売上増加率の高さ(Leech & Leahy, 1991)、資産利益率、売上増加率、株式総合利回りの高さ







会と脅威の認識力が高く、事業継続や従業員への責任感が強く(Chrisman, Chua, & Zahra, 
2003)、企業の評判がそのままファミリー自身の評判と結びついているために、企業の業績













ォーマンスの向上につながる(Miller & Le Breton-Miller, 2006)。長期的視点を持つことができ
るのは、ファミリー企業経営者の在任期間が長期にわたるがゆえであり、ファミリービジ
ネスの経営者の在任期間は一般的に平均 28 年とも言われ、企業の優位性と経営戦略が利益




Kenyon-Rouvinez & Ward (2005)が示すように、「所有に基づく経済的価値とオーナーシップ
の承継」「経営のリーダーシップの承継」「ファミリーの構成員としての資格とリーダーシ
ップの承継」が含まれている。非ファミリービジネスであれば、経営者交代による事業承
継は経営・マネジメントの承継にすぎない。さらに Chittoor & Das (2007)は、ファミリー企
業の承継を Beckhard & Dyer (1983)が明示した「リーダーシップの承継」と、Le Breton–Miller, 











Warner, Watts, & Wruck, 1988; Weisbach, 1995)。ファミリービジネスの承継が企業のパフォー
マンスに影響を及ぼす要因については、特に先行研究において、ファミリービジネスの統
治構造の有効性の有無(宮島・川本, 2007)、承継プロセスや承継計画の有無(Orser, 
Hograth-Scott, & Riding, 2000; Trow, 1961)、後継経営者のマネジメント能力(Christensen & 







本の蓄積が促進することが示されているが(Lentz & Laband, 1990)、これはファミリービジネ
スとしてのマイナス要因ともなる。世襲による後継者の登用は、ファミリーメンバー内で
の承継によって外部から専門的経営者の登用がないこと、ファミリーの事情や状況に左右
された承継によってコンピテンスが低下することや(Le Breton-Miller et al.,2004)、ファミリー
メンバーによる事業承継により企業価値が低下すること(Bennedsen, Nielsen, Perez-Gozalez, 





ーだけでなく周囲とハーモニーをとるという企業文化を持つ(Ainsworth & Cox, 2003)。







 ファミリービジネスの企業文化として、異文化多様性については Gupta & Levenburg 
(2010)により、2005 年から研究が始められている The CASE Project によって、現在までに 3























































プロセスと定義する(Hitt, Tihanyi, Miller, & Connelly, 2006)。そして、アントレプレナーとは、
事業機会に気づき機会を追求し、その組織を変革もしくは創る者であり、事業機会の認識
と利益の追求を行うために最良となる組織形成に関わり構築する者であるとする(Bygrave 
& Zacharakis, 2008)。 
 研究分野のひとつとしてアントレプレナーシップの研究が始まったのは 1970 年代に入っ
てからであり、Vesper (1974)が Academy of Management のビジネスポリシー分野において、
アントレプレナーシップの研究グル―プを組織化したことがきっかけである(Hitt et al., 
2006)。 さらに Birch (1987)の研究により、アントレプレナーシップは企業の経済成長のエ
ンジンとして注目されるようになり、その後、Birch(1987)だけでなく多くの研究者によって
研究が進められ、アントレプレナーシップが新会社の設立や新規事業の立ち上げに貢献す
るだけでなく、新規事業の成長にも貢献することが発見されている(Reynolds, 1991; Reynolds, 
Hay, & Camp,1999)。1990 年代後半からは、特に新規事業や新しい企業の成長よりも小規模
企業のスタートアップやそのマネジメントが研究課題として注目されるようになった
(Sexton & Smilor, 1997)。しかし Morris, Williams, Allen, & Avila(1997)が、ビジネスのスタート
アップとビジネスの成長に絡む問題はまるで異なる問題であると論じたように、アントレ
31 

































レプレナーシップについてである(Dyer & Handler, 1994)。これ以降、新事業創造におけるフ
ァミリー要因の影響(Chrisman et al., 2003)、ビジネスと創業者ファミリーの関係やファミリ
ーとオーナーシップの分析、世代を超えた長期存続と富の創造におけるアントレプレナー
32 
シップの承継(Habbershon & Psitrui, 2002)が行われ、ファミリーをビジネスに関与するビジネ
スファミリーと位置付けることで(Habbershon & Psitrui, 2002)、組織的な形としてファミリー
ビジネスを捉え、ファミリービジネスのアントレプレナーシップに関する研究が行われて






クルの変化の影響などが研究されている(Stewart, Lumpkin, & Katz, 2010)。世代の関与は 1 世
代より、2 世代が関与するほうが経験や知識の蓄積と新しい視点の導入行われ、情報収集力
やネットワーク力の強化、アントレプレナーシップの向上につながることが発見されてい




































理すると、個人レベルではアントレプレナーの戦略的意思決定(Vermeulen & Curseu, 2008)、
組織的レベルではアントレプレー的オリエンテーショとビジネスパフォーマンス(Rauch, 
Wiklund, Lumpkin, & Frese, 2009)、アントレプレナーシップにおける組織学習(Dess et al., 
2003)など、アントレプレナーシップと組織文化や組織学習に関する研究や、ファミリービ
ジネスのアントレプレナー的活動におけるパフォーマンスの向上 (Nalde et al., 2007)があ
る。ファミリーレベルでは、事例分析が主となっているが、アントレプレナー的ファミリ
ービジネスの組織文化やライフサイクル(Hoy & Sharma, 2009)、長寿性からみたアントレプ
レナーシップの世代間承継の分析(Nordqvist & Zellweger, 2010)や、アントレプレナーシップ

























































Jensen, 1983a, 1983b)。そして企業価値を最大化するインセンティブが生じるため(Demsetz & 
Lehn, 1985)、非ファミリービジネスよりもパフォーマンス面での優位性を持つことが発見さ
れている(Anderson & Reeb, 2003)。エージェンシー問題にかかる優位性としては、従業員の
忠誠心の高さと厚生意識の高さ(Ward, 1997)がある。また所有と経営が一致することでエー
ジェンシー問題が軽減されるため、同時にプリンシパルがエージェントをモニタリングす
るコストも低下する(Jensen & Meckling, 1976)。モニタリングコストが低下することで経営陣
を管理コントロールするためには権力や情報、インセンティブを用いることになり、これ
によりフリーライダーによるエージェンシーコストも低下することが明らかにされている




という問題も指摘されている(Chrisman et al., 2004)。 
ファミリービジネスでは、通常のエージェンシー理論の枠組み以外でもエージェンシー
問題が発生することが指摘されている(Schulze, Lubtakin, Dino, & Buchholtz, 2001)。これは所
有比率の高い大株主と所有比率の低い株主間で発生する株主同士のエージェンシーコスト
であり、所有比率の異なるファミリーメンバーの株主間、大株主のファミリーと非ファミ
























されるファミリービジネスでは(Fama & Jensen, 1983a, 1983b)、その競争優位において一般企
業と違った独特の企業形態と独自の資源、優位性獲得のプロセスを持つ。これら競争優位










Habbershon & Williams (1999)は、Barney (1991)の資源ベース論によって、マルチプルなカテ
ゴリーとレベルにおいてファミリービジネスのパフォーマンスにつながる競争優位、企業
優位が評価分析できるようになったとして、この資源ベース論をベースとしてファミリー
















図 3.1 競争優位とファミリネスの評価分析フレームワーク 
                                                                                          
 
ファミリー属性   ファミリネス    ケイパビリティ   競争優位    パフォーマンス  
(Family Input)    (Familiness)      (Capabilities)     (Competitive      (Performance) 
                                                         Advantage) 
                           
                      プロセス介入                 戦略 
           (Process Intervention)                (Strategy) 
                                                                                          
 出所：Habbershon & Williams (1999) 
 
しかし、ファミリービジネスは、ファミリーに関係する要因から影響を受けるファミリ
ービジネス特有の資源としてファミリネスを持っている(Habbershon & Williams, 1999)。
























る(Habbershon & Williams,1999)。ファミリービジネスでは、これら財務資本(financial capital)、
物理的資本(physical capital)、人的資本(human capital)、組織的資本(organizational capital)の中
にファミリネスを含むことになるが、その他にも Habbershon らが示したプロセス資本
(process capital)と、Nahapiet & Ghoshal (1998)が定義した社会関係資本(social capital)などがあ
る。 
 Habbershon & Williams (1999)の分類から財務・物理的資本、人的資本、組織的資本、プロ





産からなる資本である(Habbershon & Williams, 1999)。現在は、財務資本と物的資本に分けて
捉えられることが多い。ファミリービジネスは、企業としての財務資本だけでなく、ファ
ミリーの資産による財務資本として財務資源として資本の持続的な忍耐性(patient capital)が
あるとされている(Sirmon & Hitt, 2003)。これはファミリーメンバーによる投資であり、短期
の回収を求められたり清算される恐れのない資本であるが、ファミリーメンバーの財務的
能力に制約される可能性がある(Sirmon & Hitt,2003)。 







 人的資本は、スキル、知識、トレーニング、関係性からなる資本である(Habbershon & 
Williams, 1999)。人的資本にはファミリーによる承継・世襲などによるリーダーシップ能力



























ジネスによる R&D への高い関心と注意(Ward, 1997)、所有と経営の一致により意思決定にお
ける権限が集中し、時間的、事務作業的、財務的効率性が増加するとともに、明確なリー
ダーシップによる効果の増大(Tagiuri & Davis, 1996)、などが発見されている。 
 
(4) プロセス資本 






Habbershon & Williams (1999)は、この資本として従業員や、顧客、サプライヤー、ディスト
リビューターへのトリートメントをあげ(Barney, 1986)、従業員への高い報酬や良好な報酬シ









2012d; Nahapiet & Ghoshal, 1998)。つまり、ファミリーに埋め込まれているため、関係先か
らみた正当性が高まり、人的資本を高める効果をもたらすものである(後藤, 2012d)。この資
本は、情報の提供、技術的知識、マーケットへのアクセス、敬意への資本である(Hitt et al., 
2002)。社会関係資本は、構造的、認知的、関係性による側面からなる資本であり、構造的
にはネットワークをベースとし、認知的には言葉や話しのシェアをベースとし、関係性で
は信頼、規範、貢献をベースとする(Sirmon & Hitt, 2003)。このため、人々の協調行動が活発






















Hitt , 2003)。さらに Sirmon & Hitt (2003)は、寛容資本(patient capital)として資本の持続的な忍
耐性をあげており、寛容資本は、ファミリーによる資本や資金の提供はその回収を目的せ
ず短期的な成果を優先しないため、経営の安定や事業開発において時間的余裕を持つこと




























的文化とアントレプレナーシップについて Zahra, Hayton, & Salvato. (2004)が行い、ファミリ
ービジネスの戦略の組織化に対するファミリーの影響について Chrisman et al. (2003)が行っ
ている。さらにファミリービジネスの資源マネジメントについて(Sirmon & Hitt, 2003)や、資
源マネジメントにおける長寿性モデルの提示(Kellermanns, 2005)、ファミリービジネスの長
寿性からファミリーのアントレプレナーシップの世代間を越えた継承についての研究
(Zellweger et al., 2012)が行われている。資源に影響を与える創業者効果や世代効果について









ことになる(Anderson, Duru, & Reeb, 2009)。創業者効果として表れるものとして、Serrano, 





についての研究(Hoy & Sharma, 2009)やアントレプレナーシップにおける組織学習に関する



















定したパフォーマンスを発揮するのである(Davis et al., 1997)。 
 スチュワードシップ理論は心理的要因と状況的要因によって構成されており(Davis et al., 








として組織との帰属関係を規定するのである(Meal & Ashforth, 1992)。個人と組織の帰属関
係は、組織と個人の同一化の程度、関与の強さ、コミットメントの強さにより決定される
が(Eddleston & Kellermanns, 2007)、エージェンシー理論では効用を持たない価値に関する価
値コミットメントが、スチュワードシップ理論では要因とされている(Mayer & Schoorman, 
1992)。 
3 つ目の特徴が影響力の行使である(柏木, 2005)。影響力は強制力、報酬力、正当権力、専


































しみとし(Eddleston & Kellermanns, 2007)、自己犠牲もいとわず、集産主義者的で組織や周囲












(Sirmon & Hitt, 2003)、長期にわたる組織的資源のマネジメントとそれによるユニークな資源
の創出(Sirmon & Hitt, 2003)、創造的な投資を行いながらの組織コンピテンシーの育成（Davis 
et al., 1997）、企業の目的とゴールの実現に向けた革新的で予測的な行動と変革への意識、パ
フォーマンス獲得へのモチベーションの強さ (Corbetta & Salvato, 2004) が示されている。ま
たステークホルダーや従業員との信頼性、相互的な利他性、信頼できる契約関係から長期















































出所：Gersick et al.(1997) 
 
2）Miller & Le Breton-Miller (2005)、および 倉科(2003)に詳しい。 





























































レベルのアントレプレーシップ活動であり(Zahra et al., 1999)、イノベーションを強化するか
競争的プロフィールを変化することで、既存事業を再生させる組織内のアントレプレナー
的行動であり(Kellermanns & Eddleston, 2006; Zahra, 1995)、既存組織の持続的成長や持続的成
功、企業の利益の増加、競争優位をもたらす重要な組織活動である(Lumpkin & Dess, 1996; 





ン志向などが影響を与え(Kellermanns & Eddleston, 2006)、それらを戦略として組織に定着さ
せ、コーポレート・アントレプレナーシップに取組むには、組織自体がアントレプレナー




























という 3 つに分類され、これら 3 つは相互に影響しあい、企業内のアントレプレナー的行
動を高めているのである(Sharma & Chrisman, 1999)。Kuratko (2007)はこの類型分類を発展さ
せ、戦略的リニューアルの領域を戦略的アントレプレナーシップとし、戦略的リニューア
ル、持続的再生、ドメインの再定義、組織的再生、ビジネスモデルの再構築を包括する類





ップの階層的な類型分類を行った Sharma & Chrisman (1999)も、既存組織における個人また
はグループの個人により、新しい組織の創造や組織内にイノベーション、リニューアルが










的な再生のプロセス(Morris et al., 2008)、企業における現行ビジネスや組織を活性化させ、
イノベーションを強化し進めさせる組織のアントレプレナー的活動(Zahra,1996)である。そ
して目的を達成するため、競争優位性を獲得するための道筋となる資源の効果的な配分や





ト・アントレプレナーシップを、Wolcott & Lippitz (2009)の「既存企業の内部のチームが、
現在もっている資産、市場、能力を活用しつつ、それらとは一線を画した新規ビジネスを
考案し、育成し、市場投入し、管理する活動プロセスが社内起業である」との定義をもと
























































ンと破壊的イノベーションの相互作用を高めつつマネジメントを行うことになる（Hitt et al., 
2006)。この場合、組織にとって可能であること、不可能であることに影響を与えるのは、



































Schindehutte et al. (2000)は、トリガーとなる外的内的要因を分析し、その結果、きっかけと
される 40 のトリガーからなるイベントを発見した。この研究では、さらに 40 のトリガー
からなるイベントを、内定/外的資源、機会/脅威、技術/市場誘因、トップダウン/ボトムア
ップ、システマチックなリサーチ/機会やチャンスの 5 つにカテゴリー分けしている。Kuratko, 


















られる(Habbershon et al., 2010)。また事業が停滞して M&A を行ったり、後継経営者がおら
ずに第 2 創業を行うなど、ファミリーメンバー以外の関与がトリガーとなる場合もある。 































































et al., 2002, 2008)。 
組織学習とは、組織が変革の必要性を見出して、成功の可能性を確信し、変革を実行で
きるような能力を開発し、発展させることである(Duncan & Weiss, 1979)。また組織学習は、











存の知識をいかに頻繁に再利用するか(search depth)」の 2 つの次元(Katila & Ahuja, 2002)、そ
して低次学習、高次学習、メタ学習という 3 つのタイプの学習が存在するとする。 
Katila & Ahuja (2002)の 2 つの次元は、March (1991)が示した活用と探索の次元と類似する
ものと考えられる。組織の学習プロセスは、環境の変化を前提として、環境適応的に組織
に存在する様々なルールや手続き、組織の反復的な行動パターンである組織行動としての
組織ルーティンを変化させることであり(Cyert & March, 1963)、March (1991)は、その学習プ
ロセスとして活用(exploitation)と探索(exploration)の 2 つの類型を示した。活用とは、旧来の















性を助長し(Hannan & Freeman, 1984)、最適とはいえない安定的状態から抜け出せず(白石, 
2009)、環境変化や組織変革に対応しようとする組織能力を減少させる可能性がある。その
ため、探索と活用の適切なバランス維持が、組織の存続と繁栄に関する重要な要因になり
(March, 1991)、探索と活用を同時に追求できる組織能力は両利き (ambidexterity) (鈴木, 2013; 
















るもの(Levinthal & March, 1993)である。そして既存の知識や技術の活用は、短期に利益をも













Argyris & Schön (1996)は、組織学習のレベルををシングルループ学習とダブルループ学習
に分けている。シングルループ学習は、組織の目標や方針を問わずに不適合を見つけ修正
する学習であり、ダブルループ学習は組織の根底にある行動を規定する戦略、規範、目標、
価値などに対する修正を行う学習である(Argyris & Schön, 1996)。Fiol & Lyles (1985)も、組織
学習のレベルを低次学習と高次学習に分けている。低次レベルの学習は、過去の行動の繰
り返しに注目したものであり、ルーティンワークであり、組織が行っていることに対する
部分的な調整である(Fiol & Lyles, 1985)。これは Argyris & Schön (1996)のいうシングルルー
プ学習と類似している学習である。高次学習は、洞察や発見が行われることで組織の中心
的な規範や想定が変わり、新しい方法を開発し組織全体に影響を与える学習であり、組織















































ディアを収集し(Zahra et al., 1999)、自らの行動によって知識を探索して蓄積し、それらを統
合し、コミュニケーションを通じて蓄積し統合した知識を組織メンバー間に浸透させ、そ
れによって組織学習を促して知識やスキルを組織へ定着させ(Morris et al., 2008)、組織内に






マネジメントレベル内での階層に応じた役割があるため(Morris et al., 2008)、トップ・マネ
ジメントの役割について検討してみる。トップ・マネジメントにおいては、当然のことな

















ての初心に立ち返る役目も担っている(Morris et al., 2008)。そのため、トップ・マネジメン
トは、機会の発見から、それを事業として取組むためのアントレプレナー的戦略の策定や
行動の実施、コーポレート・アントレプレナーシップを成功に導くための戦略や実行に対
する全ての責任を持つものである(Morris et al., 2008)。また新規ビジネスのコンセプトを作
りだす時、組織構造の取扱いと資源の配分は、どちらも経営者の直接の管理下にあるため、
これらは経営トップが管理すべき重要な課題であり、コーポレート・アントレプレナーシ




の競争優位性を決定づけるのである(高井, 2007)。そのため、Castanias & Helfat (1991)は、ト
ップのマネジメント能力を一般的スキル、事業特殊的スキル、企業特殊的スキルの３つに




































進させる組織要因をもつことが発見されている(Marvel et al., 2007; Pearce et al., 1997; Zahra, 
1991; Zahra & Covin, 1995)。組織要因には、企業のインセンティブとコントロールシステム
(Hornsby et al., 2002)、企業文化や組織構造(Zahra & Covin, 1995)、自律的な行動の育成とそ
の強化(Pearce et al., 1997)、時間的資源とマクロレベルの組織構造(Marvel et al., 2007)などが、




Hornsby et al. (2002)は、この結果とその後の先行研究から、アントレプレナー的行動を促
進する意志と行動をサポートするマネジメントサポート( Pearce et al., 1997; Quinn, 1985)、リ
スクを取ろうとする意志を支持し、失敗への耐性を持つリスクテーキング(Kanter, 1985; 
Quinn, 1985: Stopford & Baden-Fuller, 1994)、個人的責任、結果ベースのインセンティブにな
る効果的な報酬システムとアントレプレナー的行動のリスクに見合った報酬(Kanter,1985)、
時間的側面を含む資源とアントレプレナー的行動のために利用可能な資源(Kanter, 1985: 
Sleven & Covin, 1997)、アイディアを支持し評価、選択、実行に移すためのサポーティブな




Entrepreneurship  Assessment  Instrument  (CEAI) というアセスメント調査票を開発した
(Hornsby et al., 2002)。 
















































レプレナー的オリエンテーションは、Stevenson & Jarillo (1990)のアントレプレナー的マネジ
メントの概念と類似している。その後、Covin & Slevin (1991)がこの 3 つの因子を尺度化し
精緻化させ、多くの研究で検証が行われ、3 つの尺度は信頼性と妥当性の高い尺度となって
いる(久保, 2005)。 









活動に取組む企業のやり方と戦略策定のプロセスであるとしている(Lumpkin & Dess, 2001)。 
アントレプレナー的オリエンテーションの 5 つ次元は、企業の特徴やタイプによって各





















































業承継などのイベントというファミリーゆえのトリガーが存在する (Habbershon et al., 
2010)。事業の停滞による M&A や、後継経営者がおらずに第 2 創業を行うなど、ファミリ
ーメンバー以外の関与がトリガーとなる場合もある。トリガーをうまく利用して機会を探
求し、コーポレート・アントレプレーシップを促進させる組織要因と資源を効果的に利用
することで、組織のアントレプレナー的行動は促進されるが(Morris et al., 2006)、ファミリ
ービジネスは伝統や歴史に守られた知識や技術を大切にし、そのレベルを上げることに資

















性、リスクテーキングと、Lumpkin & Dess (1996)により発見された自律性、競争上の攻撃性
の 5 つの次元を用いて研究が行われている(Habbershon et al., 2010; Lassini & Salvato, 2010; 

























のプロセスである(Morris et al., 2008)。そのため既存資源とはどのようなものかを考察する
必要がある。アントレプレナーシップの資源としては、これまでに人的資本、財務資本、





Habbershon & Williams (1999)は、これらをファミリネスという資源として提示しており、フ
ァミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップのファミリネスとして
ファミリー影響を受ける資源とケイパビリティとしている(Serrano et al., 2006). 











































なデバイスである(Ketokivi & Castaner, 2004)。さらに、組織メンバーがサブゴールを追求す















ランニングとして捉えられたり(Sharma, Chrisman, Pablo, & Chua, 2001)、人的資源管理にお
ける報酬のデザインに用いられたり(Carlson,Upton, & Seaman, 2006)、ファミリービジネスの


















図 4.1 ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの 
分析枠組み 
 
                
   
   
  














資源の価値に影響を与える(Habbershon & Williams, 1999)。つまり、ファミリービジネスにお
けるコーポレート・アントレプレナーシップでは、トップが有する戦略的思考や意思決定






































































1)イントラプラナーシップは、Pinchot (1985 )に詳しい。 
2)インターナル・コーポレート・ベンチャーは、Zajac, Golden, & Shortell (1991)に詳しい。 
3）ここで用いる戦略的志向性はアントレプレナー個人のアントレプレナーシップにおける



























すのか(Bruyat & Julien, 2001)、企業が新しい機会を発見し利用することで、どのように競争
優位性を創り持続させるのか (Hitt et al., 2011) を研究するものである。 
この研究分野において、戦略的アントレプレナーシップを持つ個人および組織は、個人、
組織、社会にとって価値となる優位性の探求、機会の探求に関心を持ち(Hitt et al., 2011)、経









(Jockenhöfer, 2012; Morris & Kuratko, 2002; Morris et al., 2008)。これらの活動には戦略のリニ
ューアルが必要であり、アントレプレナーシップの視点を用いて、どのように戦略の変更










Bierman, Shimizu, & Kochhar, 2001; Ireland et al., 2001)。そのため戦略的アントレプレナーシ
ップは、この用語の定義においても、まだ明確な定義とされるものが示されていない。  

























位に到達するためのコミットメント、意思決定、行動であり、この 3 つを 1 つのセットと
して捉え、競争優位に向けてマネジメントするものである(Hitt et al., 2011)。また、戦略的マ






ついた時にのみ、企業にとっての価値と富が創造される(Hitt et al., 2001; Ireland et al.,2001)。
そのため、戦略的マネジメントとアントレプレナーシップから得た知見の統合は、戦略的
アントレプレナーシップとして、ニューベンチャーと既存企業の富の創造を理解し、実際




















社会的経済的な競争状況を打破し、新市場を獲得する上で必要なことである(Ireland, Hitt, et 
al., 2003)。 




れ、一般企業であれファミリービジネスであれ、すべての企業の役に立ち(Hitt et al., 2011)、
その事業の継続と発展に必要なものが、戦略的アントレプレナーシップである(Hitt et al., 
2011）。 
以上の議論から、本論文では、戦略的アントレプレナーシップを組織が個人、組織、社
会にとって価値となる優位性の探求、機会の探求に関心を持ち(Hitt et al., 2011）、戦略的な
視点をもってアントレプレナー的行動をとることとし(Hitt et al., 2002)、戦略的アントレプレ
ナーシップに取組む企業とは、戦略的視点をもって継続的に新しい機会探求行動と優位性



















めに必要とされるものであり、内部環境の視点を持つものである(Hitt et al., 2002)。アントレ
プレナー的マインドセットは、不確実性から利益を生むためにビジネスや機会について考
える方法、意思、方向性であり(McGrath & MacMillan, 2000)、熱意をもって新しい機会を発
見、幅広い分野での機会の追求、最もよい機会の追求、実行への焦点付け、それらのドメ




ネルギーを用いることである(McGrath & MacMillan, 2000)。これらから、本論文では、アン
トレプレナー的マインドセットを、不確実性から利益を生むためにビジネスや機会につい
て考える方法、意思、方向性とする(McGrath & MacMillan, 2000）。 
アントレプレナーや組織、組織メンバーが潜在性のある機会を継続的に探し出そうとす
るには、まず、アントレプレナー的マインドセットが必要であり(Hitt et al., 2002)、企業がイ
ノベーションを成功させるためには、アントレプレナー的マインドセットが必要である
(Morris et al., 2008 ; Nodqvist & Zellweger, 2011)。これは、アントレプレナー的マインドセッ
トには継続的なイノベーションを導く潜在性があるため、企業の競争優位の源泉となりえ
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信念、態度(Nordqvist & Zellweger, 2011)、個人により促進される創造性とともに、継続的イ
ノベーション、リニューアルを通した企業成長の視点として捉えられるものである(Ireland, 
Hitt, et al., 2003)。さらに、組織としてのアントレプレナーシップへの慎重さ、アントレプレ
ナー的機会の発見、リアルオプションなどアントレプレナー的フレームワークの構築を含




り、同時に組織のメンバーの思考や言動にも影響を与える(Ireland, Hitt, et al., 2003)。さらに、
企業文化は組織メンバーだけでなくステークホルダーの行動や思考にも影響を与えるもの







































 もうひとつは Hitt et al. (2011)が指摘するように、個人、組織、社会というマルチレベルで
幅広いドメインからなる分析レベルの必要性である。Shepherd (2011)の指摘と異なる点は、
一連のプロセス内での分析レベルの相違ではなく、インプットとアウトプットにおける分
析レベルの違いにある。Hitt et al. (2011)は、Grant (1991)の経営資源の概念を用いてインプッ
















資源ベース論が用いられている。Brush & Artz (1999)は、パフォーマンスに影響を与える企
業特有の資源が産業によって異なること、そしてその企業特有の資源によって企業は競争











& Helfat, 2003; Sirmon & Hitt, 2003)。ここでは、ファミリービジネス特有の資源であるファ
ミリネスとしてもその特徴をあげ、アントレプレナー的行動を促進するために重要である
人的資本と社会関係資本について先行研究をまとめる。 
 人的資本は組織の成功には欠かせないものである(Hitt et al., 2001)。人的資本は、企業のも
つ業務能力としてのスキルと知識であり(Covin & Slevin, 2002)、企業のもつ知識とスキルの
ほとんどは人的資本であるといっても過言ではない(Hitt et al., 2001; Miller, 2002)。Hitt et al. 
(2001) は、戦略との相互作用において、人的資本が企業のパフォーマンスの向上に直接的














いう企業努力に影響を与えることになる(Cohen & Levinthal, 1990)。企業にとって、個人の知
識やスキルを組織に統合し、効果的な人的資本として、アントレプレナー的機会の認識と
利用を幅広く様々なレベルで行うためには、個人の経験や知識の吸収能力を高めることで
組織の知識のキャパシティを大きくしなければならず(Van den Bosch, Volberda, & de Boer, 
1999)、そのため企業の知識吸収能力は、戦略的アントレプレナーシップの成功とつながっ







ナー的行動に影響を与える資本である(Shepherd, Covin, & Kuratko, 2009)。 










セスである(Hitt et al., 2011)。このプロセスでは、アウトプットとしてまず、消費者にとって
の価値の創造と組織にとっての競争優位性が示されている(Hitt et al., 2011)。そしてこの価値
の創造と競争優位性から富の創造と様々なベネフットが生まれ、最終的に社会的、組織的、












社会関係資本は人的資本をしばしば強化するものであり(Burt, 1997; Lepak & Snell, 1999)、
知財の創造、組織学習、ユニット内や企業内の転換、イノベーションやアントレプレナー
シップなど、これらの組織的行動に対してその重要性が明らかにされている(Adler & Kwon, 
2002)。また社会関係資本とは、個々人の持つ資本である内的社会関係資本と、その内的社
会関係資本と組織の持つ資本である外的社会関係資本との関係によって生じる資本のまと
まりであり、組織行動を促進させるものである(Hitt et al., 2002)。 
内的社会関係資本が、企業にとって資本として効果的である場合、個々人の中に価値創










とになる(Hitt & Ireland, 2002)。 
 外的社会関係資本は、企業内部の中心的存在と企業外部で組織に関心を持つ存在との相




信頼同様、互恵関係を築くものである(Hitt et al., 2002)。このような互恵関係を通して、企業
は外的社会資本である新しい知識を資源として獲得し、潜在的な知識を吸収してそのキャ
パシティを広げるのである。 



















































































ル、組織レベルで区別することができない(Zellweger et al., 2012)。このため、ファミリービ
ジネスの組織メンバーおよびステークホルダーとしてのファミリーの存在は、アントレプ
レナー的行動の結果や意思決定にインパクトを与えるため、ファミリービジネスはファミ
リーという組織からなるファミリーレベルとして分析を行うことになる(Nordqvist & Melin, 
2010; Tagiuri & Davis, 1996)。つまり、ファミリービジネスは、ファミリーとビジネスの相互
に関係する二重性からなる企業形態であるため、ファミリービジネスの研究においては個
人や組織として区別するのではなく、ファミリービジネスというひとつの単位の分析レベ















































図 5.2 ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの 
分析枠組み 
 
                
   
   
  












































といわれていることから(日経ビジネス編, 1989)、創業から最低 30 年を経過した企業である
ことを条件としている。 
各調査対象企業の外部環境や社会情勢等による環境的、社会的影響を軽減するため、イ




内容の 8 項目については、第 2 章に示した通りである。 
量的データとしては、各社の企業概要(資本金、株主数、株の所有比率、株主におけるフ
ァミリーメンバー数、従業員数、総売上高、営業収益、営業利益など)が含まれる。 
これらの質問によるインタビューと、Kellermanns & Eddleston (2006)の Corporate 
Entrepreneurship 、Willingness to Change の質問項目と Mustakallio,Williams,Allen,& Avila 
(2002)のファミリービジネスの戦略的意思決定から意思決定の質、ファミリー同士の価値の
シェアなどの項目、Eddleston et al. (2008)から Comprehensive Decision Making と尺度の策定
で用いられた Knight, Pearce, Smith, Olian, Sims, & Flood, (1999) の研究から Agreement 







インタビュー調査を行った企業の概要は表 6.1 の通りである。 
 
85 
表 6.1 インタビュー調査を行ったファミリービジネスの企業概要 (N=7) 
 
 A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 F 社 G 社 
業種 輸入販売 原料卸業 製造販売 材料卸業 不動産業 輸入販売 製造販売
従業員数 130 名 90 名 320 名 40 名 25 名 20 名 21 名 
企業年数 65 年 66 年 70 年 78 年 56 年 80 年 82 年 
総売上 48 億 80 億 90 億 16 億 12 億 5 億 16 億 
大株主 代取社長 代取会長 代取会長 代取会長 代取社長 代取会長 代取会長
大株主年代 60 代前半 70代前半 80 代前半 70代後半 60代前半 70代後半 80代前半
現経営者 同上 代取社長 代取社長 代取社長 同上 代取社長 代取社長
社長年代 60 代前半 40代前半 50 代後半 40代後半 60代前半 40代前半 50代後半
F 経営陣 3 名 2 名 3 名 5 名 4 名 2 名 3 名 
非Ｆ経営陣 1 名 3 名 3 名 3 名 1 名 1 名 2 名 







 業種は輸入販売業が 2 社、製造販売業が 2 社、原料、材料の卸業が 2 社、不動産業が 2
社である。 
従業員数は最も多いのが C 社の 320 名、次いで A 社が 130 名、B 社が 90 名となっており、
これらの会社は総売り上げも多く、C 社は 90 億円、A 社は 48 億円、B 社は 80 億円である。   






企業年数は 56 年～80 年になり、A 社と E 社は 3 代目の経営者である。他の企業は大株主
である代表取締役会長が 2 代目、後継である代表取締役社長が 3 代目にあたる。 
大株主として代表取締役会長が存在する企業では、会長の年代は 70 代～80 代、後継経営




ーが従業員として勤務している企業は 6 社である。 
次に、コーポレート・アントレプレナーシップ活動に関してまとめたものが表 6.2 である。
過去 3 年間、コーポレート・アントレプレナーシップが実施され、それに成功したファミ
リービジネスは 4 社である。新製品の投入を行ったのは 5 であり、7 社ともに新しい市場を
開拓しようと努力している。現行事業における商品やサービス、技術等の改善を行ったの
は 6 社になる。既存事業とは異なる、もしくは既存事業に関連した新規事業の創造は 3 社












表 6.2 コーポレート・アントレプレナーシップ活動 
 
 A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 F 社 G 社 
CE 成否 ○ × × ○ ○ × ○ 
新商品投入 ○ ○ ○ ○ ○ × × 
新市場開拓 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
現行の改善 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 
新規 BS ○ × × ○ ○ × × 
戦略的リ ○ × × ○ × × × 
組織再生 × ○ ○ ○ × × × 
ドメイン ○ × × ○ ○ × ○ 
 
 
















質問票調査のサンプル対象とするファミリービジネスは、Babson College の STEP Project 
(Nordqvist & Zellweger, 2010)2)のケースサンプル基準に則って、以下のような条件を基準と
した。 
1 )家族親族で所有する株式が 50％以上となるオーナー経営の企業であること 
2) 従業員が最低 10 人以上いる企業(派遣社員を含む) 
3) 過去に事業承継が行われている企業、もしくは創業者がいるが 2 代目が後継者として取
締役にすでに就任している企業 


























調査期間：2011 年 6 月～2012 年 3 月 
調査方法：対象企業の経営者へ手渡しによる直接の依頼、もしくは郵送による依頼または
会員名簿から対象企業を選び郵送による依頼、回収は郵送か FAX にて返送。 




が最低 10 人以上いる企業。創業・起業から 30 年以上経過している企
業 
調査対象者：対象企業のオーナー経営者もしくは取締役として経営に参画する後継 
経営者 112 人、平均年齢 53.1 歳、男性 110 人、女性 2 人 
経営に参画する先代経営者の平均年齢  72.6 歳 




表 6.3 質問票調査対象企業：業種別 (N=112) 
 
業種 会社数 業種 会社数 業種 会社数 業種 会社数
精密機器 5 その他製品 8 卸売業 6 建設 8
石油・石炭 2 不動産 14 化学 2 小売業 12
繊維製品 3 陸運 8 機械 5 サービス業 8

















































































































表 6.5  調査体調企業：従業員数（派遣・パートを含む） 
 
従業員数 企業数（％） 
10～19 人 26（23％） 
20～49 人 35（31％） 
50～99 人 24（22％） 
100～199 人 11（10％） 
200 人以上 16（14％） 
 
最小従業員数    10 人   最大従業員数   730 人 






       表 6.6  調査対象企業；企業年数（質問票調査時） 
 
企業年数 企業数（％） 
30～50 年 24（21％） 
51～80 年 45（40％） 
81～100 年 21（19％） 
101～200 年 15（13％） 
201～300 年 4（4％） 
301 年以上 3（3％） 
       
 最短企業年数 31 年   最長企業年数 321 年 









  表 6.7  調査対象企業：代表取締役の世代 
 
代表取締役の世代（何世代目か） 企業数（％） 
2 世代目 24（22％） 
3 世代目 46（42％） 
4 世代目 15（14％） 
5 世代目 8（7％） 
6 世代目 5（4％） 
7 世代目 3（3％） 
8 世代目 5（4％） 
9 世代目 0（0％） 
10 世代目 2（2％） 
11 世代目 2（2％） 
12 世代目 1（1％） 





企業の取締役数の平均値  4.4 人 
   最多取締役数    17 人      最少取締役数  3 人 
 
全取締役におけるファミリーメンバーの取締役数の平均値   2.5 人 
   最多取締役数    6 人       最小取締役数  1 人 
 
株主の概要 
ファミリーメンバーの株主数の平均値            3.9 人 
   最多株主数     20 人       最小株主数  1 人 
   この場合の株主は持株会社、姉妹会社、子会社等は含まず、個人の株主 
 
所有と経営に関する概要 
代表取締役が大株主でおり、所有と経営が一致している企業      92 社（全体の 82％） 
112社のうち先代が存命中の企業                  60社（全体の 54％） 
先代が存命中の 60 社のうち先代が代表取締役として経営に参画している企業   30 社 
 
92 
先代が存命で代表取締役である 30 社のうち、先代が実質的な経営権を握る企業    14 社 
   30 社のうち後継経営者が実質的な経営権を握っている企業          16 社 
   30 社のうち先代経営者が実質的な経営権を握り最終意思決定も先代       4 社 
30 社のうち先代が実質的な経営権を握り最終意思決定は後継経営者       7 社
30 社のうち先代が実質的な経営権を握り最終意思決定は取締役会       3 社 
      30 社のうち後継経営者が経営権を握り最終意思決定も後継者の企業      22 社 
   30 社のうち後継経営者が経営権を握るが最終意思決定は取締役会        8 社
先代が存命の 60社のうち先代が取締役として経営に参画している企業        14社 
      60 社のうち先代が株主としてのみ事業に参加している企業      12 社 
      60 社のうち先代が引退している企業                 6 社 
 
112 社のうち先代が大株主の企業                30 社（全体の 13％） 
112 社のうち姉妹会社やファミリーの持株会社が大株主の企業   5 社 （全体の 5%) 
112 社のうち先代の妻（後継経営者の母）が大株主の企業      3 社 (全体の 3%) 
112 社のうち最終的な意思決定の役割を取締役会が担う企業    9 社（全体の 8％） 
 
事業内容 
創業時から主たる事業を変更した企業       20 社（全体の 18％） 





している企業が 30 社ほどあり、先代経営者の平均年齢が 72.6 歳と高齢の為である。日本の





























企業規模では中規模企業が多く、売上 50 億円以下、従業員が 100 人未満の企業が多いこ
とがわかる。企業年数では創業から 80 年前後のファミリービジネスが多く、このような企
業は主に 3 代目が経営の中心を担っている。 









































まずファミリービジネスが目指すゴールについての結果を示すと、図 6.2 のようになる。 
ファミリービジネスの経営目的の研究では、早期からパフォーマンスや利益の確保、成
長だけではない可能性が示唆され(Daily & Thompson, 1994)、収益性向上や成長の他にファミ











利益となる。3 番目は事業承継が高く、次いで企業の成長となった。顧客満足を 1 番目の企
業の目標もしくはゴールに選んだ企業は 2 番目に従業員満足選ぶ比率が高く、3 番目に事業
承継と継続を選んでおり、その企業数は 20 社である。また１番目に利益を選んだ企業 20
社のうち、2 番目に社会貢献を選び、3 番目に成長を選んだ企業は 10 社である。 
 
 


















































et al., 2008)であるという定義に基づいている。この定義に基づき、以下の 5 つについて、調
査対象企業が過去 3 年間、企業としてどの程度取組んできたかを 5 段階評価(5：積極的な取







































プランを実施・コントロールする者、もしくは部署等についての調査結果を表 6.8 に示す。 
この結果から、112 社中 78 社が、機会の発見とそれに対するアイディアやビジネスプラ
ンの実施・コントロールの実際の両方を、トップ自らが行っていることがわかる。機会の
発見では 112 社中、92 社がその役割をトップが担っており、企画部や社員が機会を発見し
事業に発展する機会は少ないことを示唆している。またその実施やコントロールに関して

















新戦略に基づく 組織改革 新規プロジェクト 既存事業改革 機会の発見









     
 
              表 6.8 機会発見と実施・コントロールの状況 
 
  実施・コン トロール    
  経営者 取締役会 取締役 幹部社員 各部・チーム 
 機 経営者   78   2   9   3  
 会 取締役   1   3   5   
 発 企画部等   3   2     1 
 見 幹部社員   2    1   
























この結果は図 6.4 の通りである。 
 
 






が多く 42 社(37％)、次いで依存型の 29 社(26％)、調整型が 19 社(18％)、個人型 10 社(9％)、













































ようとする行動（Habbershon & Williams, 1999)、資産や資源、価値を損なうのを嫌い成長戦
略やアントレプレナー行動を阻んだり禁じようとしたり(Carney, 2005)、現状維持に固執する













図 6.5 ファミリービジネスの持続的競争力の獲得と保持に必要なもの 
 
 伝統を守る     1   2   3   4    5   革新を行う 
 本業からはずれない 1   2   3   4   5   多角化、新規事業 
 長期的ビジョン   1   2   3   4   5   短期的ビジョン 
 現状維持      1   2   3   4   5   リスクテーキング、転換 
 リスク回避     1   2   3   4   5   リスクコントロール 
 管理能力育成    1   2   3   4   5   機会発見能力育成 






を発揮するとされる(Davis et al., 1997）。その特徴としてあげられる、ファミリービジネスの
トップによくみられる利他的行動(Davis et al., 1997; Eddleston & Kellermanns, 2007）、組織と
の同一化（Eddleston & Kellermanns, 2007）、価値コミットメント(Mayer & Schoorman, 1992)、
および長期的視野や志向(Corbetta & Salvato, 2004; Ward, 2004)について、5 点法のリッカート
スケールで調査を行った。 
その結果、平均値は、利他的行動が 4.1、組織との同一化が 4.6、価値コミットメントが


































1） 中小企業庁編 (2006)を参照。 




























性であるアントレプレナー的マインドセット(McGrath & MacMillan, 2000; Zahra, Ireland, 









ながる新しい機会の探求に関心を持ち(Hitt et al., 2011）、新しい機会に意味をもたせて事業
化するための戦略的な視点をもち、戦略的な視点のもとに組織がアントレプレナー的行動
を促進することが必要である(Hitt et al., 2002)。そして企業が戦略的な視点のもとにアントレ
プレナーシップに取り組むには、不確実性から利益を生むためにビジネスや機会について
考える方法や意思、方向性であるアントレプレナー的マインドセットが必要である(McGrath 
& MacMillan, 2000; Zahra et al., 2000)。潜在性のある機会をアントレプレナーや組織、組織メ
ンバーが継続的に探し出そうとするには、最初にアントレプレナー的マインドセットが必
要とされる(Hitt et al., 2002)。つまり、企業がアントレプレナーシップに取組んでイノベーシ
ョンを成功させるにはアントレプレナー的マインドセットが不可欠である(Morris et al., 





















の源泉となりえるものである(Hitt et al., 2009)。アントレプレナー的マインドセットは、不確
実性から利益を生むためのビジネスや機会に対する思考方法や姿勢、志向性、意思、意思
















競争優位性が左右される場合もある(Miller & Le Breton-Miller, 2005)。アントレプレナー的マ
インドセットは、不確実性から利益を生むためのビジネスや機会に対する思考方法や姿勢、














において、McGrath & MacMillan (2000)や Nordqvist & Zellweger (2011)が提示したアントレプ
レナー的マインドセットの概念に含まれる要素として発見された次元は、変化への意思




させ、促進させようとする意思や姿勢であり(Zahra et al., 2004)、アントレプレナー的活動を
行うためにリスクを取り、変化を誘発させようとする意思や意思決定である(Miller, 1983)。
さらに、変化への意思は、イノベーションとリンクするものである(Karagozoglu & Brown, 
1988)。 
意思決定包括性は、ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレーシップを育成
するものであり(Eddleston et al., 2008)、積極的にアントレプレナー的行動を促進するため、
ファミリービジネスとファミリーメンバーの間でゴールを明確にし、一致させるものであ
る(Eddleston et al., 2008)。また組織のパフォーマンスを最大化させるために、トップとして
オープンなコミュニケーションや参加型のマネジメントを用いて、オプションを評価し、






















(Habbershon et al., 2010; Nordqvist & Zellweger, 2010)。 
財務的パフォーマンスには、中小企業やベンチャーのアントレプレナー的行動によるパ
フォーマンスを測るのに適している売上成長率、利益率、市場シェアの増加などの財務的
な成長性の指標（Moreno & Casillas, 2008）と、実際の財務的数値ではなく過去数年間の企
業の財務的パフォーマンスを、CEO やトップらが評価する知覚的財務的パフォーマンス
(Lumpkin & Dess, 2001; Rauch et al., 2009)がある。財務的数値に対する主観的で知覚的な評価
も、客観的な財務的パフォーマンスと高い相関関係にあり、コーポレート・アントレプレ





を及ぼすことが発見されているが(Rauch et al., 2009)、影響を及ぼす組織要因や有意性につい














管理する活動プロセスが社内起業である(Wolcott & Lippitz, 2009)」と定義されるコーポレー
ト・アントレプレナーシップ、そして Covin & Miles (1999)により、社内イノベーションの
観点から分類された 1)再生の持続、2)組織の再生、3)戦略的リニューアル、4)ドメインの再
定義の 4 つの活動において、持続的成長や持続的成功、企業の利益の増加、競争優位をも








向上が難しいことがあげられる(Morris et al., 2008)。 















とリンクするもの(Karagozoglu & Brown, 1988)である。ファミリービジネスが伝統を守り既
存ビジネスを継続していくだけでなく、持続的競争優位性を獲得し、存続していくために
は、時代や環境にあわせた変化が重要である(Kellermanns & Eddleston, 2004)。そのため、変
化への意思やイノベーション志向は重要な鍵となる。先行研究では、ファミリービジネス
における変化への意思がコーポレート・アントレプレナーシップ活動に正の影響を与える












(Miller & Le Breton-Miller, 2005)。 
しかしファミリービジネスでは、企業の評判がそのままファミリー自身の評判と結びつ
いているために、企業の業績改善へのインセンティブが強いことが発見されており
(Anderson & Reeb, 2003)、オーナー経営者のファミリービジネスへの長期的なコミットメン
トと自己実現との同一化により、創造的な投資を行いながら組織のコンピテンシー育成に
努め(Davis et al., 1997)、革新的で予測的な行動に努め、パフォーマンスを改善、獲得しよう




先行研究の結果は(Kellermanns & Eddleston, 2006)、スチュワードシップ理論から捉えれば、
組織の成功を自己の成功、自己実現と考え、利己主義的に行動するトップやファミリーは
(Davis et al., 1997)、ファミリービジネスが長期に存続し発展するために変化を促進し(Sirmon 
& Hitt, 2003)、企業の目的とゴールを実現するため、リスクを分析し革新的で予測的な行動
に務め、パフォーマンスを改善、獲得しようとするためであり(Corbetta & Salvato, 2004)、エ
ージェンシー理論から捉えれば、変化を望むトップであれば、柔軟性を持って変化に素早





ップの成否との関係をみてみる。変化への意思については、Kellermans & Eddleston (2006)
の研究で用いられた Willingness to Change の 4 つの質問項目に、5 段階のリッカートスケー
ルを用いて口頭にて各時に返答してもらった。これにより、その通り、まったくその通り
との返答により変化への意思の高さを見ている。 



































するものであり(Eddleston et al., 2008)、積極的にアントレプレナー的行動を促進するため、
ファミリービジネスとファミリーメンバーの間でゴールを明確にし、一致させるものであ
る(Eddleston et al., 2008)。また組織のパフォーマンスを最大化させるために、トップとして
オープンなコミュニケーションや参加型のマネジメントを用いて、オプションを評価し、
戦略的に意思決定を行うものである(Davis et al., 2004)。ファミリービジネスの意思決定プロ
110 
セスでは、トップ・マネジメントの自由な意見交換と相互作用が、意思決定に有益であり
(Kellermans & Eddleston, 2004)、自由な意見交換ができる意思決定プロセスは、ファミリー
ビジネスのアントレプレナーシップを促進させ、ビジネスとファミリー双方が一致したゴ
ールの達成につながる(Zahra,2005)。先行研究で、意思決定包括性はコーポレート・アント




ると捉えることができる(Davis et al., 1997)。 
エージェンシー理論とスチュワードシップ理論からファミリービジネスを捉えると、フ
ァミリービジネスは非ファミリービジネスの一般企業よりもエージェンシーコストが減少
し、スチュワードシップが増加することが示されている(Miller & Le Breton-Miller, 2005)。フ
ァミリービジネスでは、コントロール力や意思決定権を持つファミリーメンバーは、エー
ジェンシーコストの減少とスチュワードシップの増加により、短期的収益より長期的視野








以外に資源を用いるという意思決定の問題点も示されている(Eddleston et al., 2008)。 
ファミリービジネスのトップ.マネジメントの意思決定については、自由な意見交換やそ
れによる相互作用が、上記にあげた問題に対して有益であり、ファミリーメンバー同士の
相互作用による意思決定プロセスの必要性(Kellermanns & Eddleston, 2004)や、オープンなコ
ミュニケーションと参加型のマネジメントスタイルの必要性(Davis et al.,1997)が指摘されて



















































求するための最も重要な源である(Ketokivi & Castaner, 2004)。また、戦略的プランニングは
ファミリービジネスで働くファミリーメンバーに目的を与え、コーポレート・アントレプ
レナーシップのプロセスへの参加で貢献する機会を与える(McCann, Leon-Guerrero, & Haley, 
2001)。Ward (1988)は、ファミリービジネスにとって、行動的な戦略的思考のために土台と
しての戦略的プランニングの必要性を示唆している。 
McCann et al. (2001) による急成長を遂げたファミリービジネスの研究では、組織全体を
通して、イノベーション活動を統括し、新製品の開発を促進するために、戦略的プランニ
ングを採用すべきであると提案しており、戦略的プランニングは、ファミリービジネスの






の(Chrisman, Chua, Pearson, & Barnett, 2012)であり、トップにとっては、組織メンバーのゴー
ルへの認識に対するバイアスを減少させることができ、組織全体に組織のゴールを伝える
統合的な役割をもつ統合的デバイスである(Ketokivi & Castaner, 2004)。しかし戦略的プラン
ニングは、変化への意思とコーポレート・アントレプレナーシップ活動の間に、どのよう




過去 3 年間、コーポレート・アントレプレナーシップが実施され成功したのは 4 社であ





































































  仮説 3b：意思決定包括性が高くなると、戦略的プランニングを通じてアントレプレナ
ー的パフォーマンスが高くなる。 
 
以上、これらの仮説を図式化した分析枠組みが、図 7.1 になる。 
 


















サンプルは、第 6 章に示した質問票調査分析であるファミリービジネス 112 社である。業
種は限定せず、自社をファミリービジネスとして認識し、後継者への継承が行われている
企業で、ファミリーが経営者および主要な経営陣に加わり、かつ最大株主である企業、少
なくも 2 世代がファミリービジネスに関わり、従業員が最低 10 人以上おり、創業から 30
年以上が経過している企業で、東京青年会議所、日本青年会議所、ライオンズクラブ、銀
座百店会、ファミリービジネスネットワーク、東都のれん会、銀実会などに所属する、も
しくは所属していたファミリービジネス 112 社である。 
測定尺度として変化への意思には、Kellermans & Eddleston (2006)の研究で用いられた
Willingness to Change の 4 つの質問項目を 5 段階のリッカートスケールを用いて(1)まったく
違う～(3)どちらとも言えない～(5)まったくその通りとして、質問項目とした。 
意思決定包括性には、質問項目の設定のために行ったインタビュー調査による質問票へ
の回答結果から、Eddleston et al. (2008) で提示された Comprehensive Decision Making の項目
はわかりづらく、回答しにくいという結果から、本論文では Eddleston et al. (2008) の尺度
の策定で用いられたKnight et al. (1999) の研究から、Agreement Seekingから 3項目を用いて、
5 段階評価のリッカートスケールを用い、質問項目とした。 
戦略的プランニングには、Kellermanns & Eddleston (2006)の研究で用いられた戦略的プラ
ンニングの質問項目 4 項目を戦略的プランニングの項目として、同じく(1)～(5)の 5 段階の
リッカートスケールを用いた。 
アントレプレナー的パフォーマンスには、Kellermanns & Eddleston (2006)の研究で用いら
れた Corporate Entrepreneurship の質問項目をベースに、コーポレート・アントレプレナーシ









バックの α 係数による信頼性分析を行った。その結果、変化への意思は α 係数が 0.92、意
思決定包括性は α 係数が 0.81、戦略的プランニングは α 係数が 0.74 であった。アントレプ
レナー的パフォーマンスは α 係数が 0.83 となったため、尺度を構成する質問項目に整合性
があると判断し分析を行うこととした。 





















仮説 3a は支持された。 
 
図7.2 アントレプレナー・マインドセットとアントレプレナー的パフォーマンスの 
パス分析結果  (N=112) 
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企業概要にもあるように、ファミリーメンバーの株主の平均株主数は 3.9 人、最多でも 20
人であり、このうち経営に参画するファミリーメンバー数はさらに低く、取締役として参
画している平均取締役数は 2.5 人である。海外では老舗企業になるほど、ファミリーメンバ






































が最低 20 人以上いる未上場の企業で、過去 3 年間でコーポレート・アントレプレナーシッ




よるインタビューと、Kellermanns & Eddleston (2006)から、Corporate Entrepreneurship と
Willingness to Change の質問項目、Eddleston et al. (2008)から Comprehensive Decision Making



















































え(Covin & Slevin, 1989)、そのパフォーマンスの一部をファミリービジネスの研究ではアン
トレプレナー的パフォーマンスとして捉えている(Habbershon et al., 2010)。 
ファミリービジネスにとってコーポレート・アントレプレナーシップは、企業や事業の
































ナーの属性の中でも幅広く認知されている概念である(Naldi et al., 2007)。 
しかし、属性アプローチは個人レベルの分析であるため、企業や組織レベルのアントレ
プレナーシップを分析することができないという限界がある(久保, 2005)。アントレプレナ











 組織レベルの研究として Miller (1983)は、組織や企業の行動、姿勢、プロセスなどを通し
て構築されるアントレプレナーシップの戦略的志向性をコンセプトとして、アントレプレ
ー的オリエンテーションという概念を示した。この概念は企業が行うアントレプレナー的
活動としての組織的プロセス、メソッド、スタイルであり(Lumpkin & Dess, 1996)、行動と
プロセスの相互関係から成るひとつのセットであり(Wiklund & Shepherd, 2003)、ベンチャー
や新規事業の創造を行おうとする企業にとって、企業の戦略的なアントレプレナー的マイ

















ンの信頼性と妥当性の検証(Lyon, Lumpkin, & Dess, 2000)、CEAI との関係の検証にこの尺度
が用いられ(Hornsby et al., 200)）、信頼性と妥当性の高い尺度となっている。 
しかし、ファミリービジネスにはファミリーとビジネスの相互作用による組織的な態度
として、アントレプレナー的オリエンテーションを分析する際、他の要因が必要とする研
究もある(Zellweger et al., 2012)。Martin & Lumpkin (2003)は、革新性やリスクテーキング、成
長性や変化の必要性とともに、独立性、忠誠心、保全性、安定性や伝統などと関連性のあ






研究もある。ファミリーオリエンテーションは、Martin & Lumpkin (2003)が、ファミリービ
ジネス 927 社の事例研究より発見した、ファミリービジネスが持つ傾向である。ファミリ
ーオリエンテーションの要因には、コントロール要因、リスク回避、戦略的保守性、ファ
ミリーの保護があるとされる(Martin & Lumpkin, 2003)。この要因とアントレプレナー的オリ
エンテーションの関係では、ファミリーオリエンテーションはアントレプレナー的オリエ
ンテーションにマイナスに働くことが明らかにされており、特に自律性、競争的攻撃性に
マイナスの影響を与える(Martin & Lumpkin, 2003)。しかし、ファミリーオリエンテーション
は、いつもアントレプレナー的オリエンテーションにバリアを作るものではなく、多くの
世代が関与するファミリービジネスでは、アントレプレナー的オリエンテーションをサポ






トレプレナー的行動を測定する次元として、この 3 つの次元が主に使われている。 
 革新性は、新しい製品やサービス、プロセスを開発するために、既存の慣習や行動、技
術に捕らわれることなく、新しいアイディアやプラン、実験、創造的プロセスに取組む傾
向であり(Lumpkin & Dess, 1996)、これが高まることで組織は機会発見への探求行動とイノ
ベーションへの傾向が強まる。 
先進性は、将来的な需要や新しい市場を予測して、他社よりも先に行動する傾向であり
(Lumpkin & Dess, 1996)、この傾向が高まることで他社よりも発見した機会に対する事業化
を進め、先行者優位を獲得する可能性が高まる。 
リスクテーキングは、不確実性に対する意思決定や投資行動などであり（Miller & Friesen, 
1982）、この傾向が高まることで、他社よりも不確実性の高い市場への参入や投資行動を取
りやすくなるというものである。 




保, 2005）。しかし、この 2 つの尺度はまだ精緻化されていない。アントレプレナー的オリ











スクテーキングである(Miller, 1983)。しかし、Habbershon, Nordqvist, & Zellweger (2010)は、
アントレプレナー的オリエンテーション自体を組織の新規事業の立ち上げ行動や新規参入
行動としてのプロセス、プラクティス、意思決定行動と捉えるよう示唆しており(Lumpkin & 














嫌う傾向が高く保守的であるためである(Naldei et al., 2007)。この結果には、ファミリービ
ジネスの特徴とされるオーナーシップ、ガバナンス構造、事業承継という要因も影響して




Aronoff & Ward (2001)は、成功したファミリービジネスの価値のひとつが、リスクテーキン








源配分をコントロールする(Habbershon & Williams, 1999)。これらの先行研究から、リスクに
関してNordqvist et al. (2008)は、ファミリービジネスが持つリスクに対する二重性を指摘し
ている。ファミリービジネスはリスクテーキングとリスク回避性の傾向を持つことが、多




れる尺度の数が異なるが(Rauch et al., 2009)、ファミリービジネスのコーポレート・アントレ
プレナーシップの最近の研究では、尺度として 5 尺度が用いられている(Zellweger et al., 
2012)。Naldi et al. (2007)は、ファミリービジネスを対象として構成要素と尺度を分析し、革
126 
新性、リスクテーキングおよび先進性という 3 尺度を Covin & Slevin (1991)と同じように発
見したが、質問項目は異なり、革新性が 2 項目、先進性が 2 項目であった。日本のファミ
リービジネスのアントレプレナー的オリエンテーションの尺度については、これまで分析
されていないため、アントレプレナー的オリエンテーションの尺度はどのようなものかわ














(Moreno & Casillas, 2008)。これらの先行研究で扱われてきたパフォーマンスの指標は売上成
長率、利益率、市場シェアの増加、収益性の向上やキャッシュフローの増加が中心である。
中小企業やベンチャーのアントレプレナー行動による組織のパフォーマンスを測るには、




ある(Nordqvist & Zellweger, 2010)。本論文ではアントレプレナー的パフォーマンスを用いる
が、これは、新しいサービス、製品や製造プロセス、組織的システムなどを創造し導入す
るイノベーションを行うための組織的イノベーション、組織的リニューアル、そしてベン
チャリングなどの努力をすべて合わせたものである(Dess & Lumplin, 2005; Habbershon et al., 
2010; Zahra,1995)。この場合、リニューアルは、競争的アプローチやビジネスに対する視点
が変化することでオペレーションが変わり、新しいケイパビリティが獲得され、組織が活




























ナー的成果である(Habbershon et al., 2010)。このためアントレプレナー的オリエンテーショ
ンとアントレプレナー的パフォーマンスには、高い正の相関がある可能性が高いが、これ







れている(Rauch et al., 2009)。Lumplkin & Dess (1996)は、研究者のパフォーマンスの捉え方
や、ぞれぞれの研究で与えられる組織的なコンテクストによって、分析結果が影響を受け






そのパフォーマンスに正の影響を与えるものである (Lumpkin et al.,2010; Nordqvist, 
Habbershon, & Melin, 2008; Zellweger & Sieger, 2012)。中でも、自律性、革新性、先進性は非
財務的パフォーマンスの向上に重要であるが、リスクテーキングと競争上の攻撃性はあま
り重要ではないことが発見されている(Lumpkin et al., 2010; Nordqvis et al., 2008; Zellweger & 
Sieger, 2012)。Rauch et al. (2009)は、先行研究のメタアナリシス分析で、非ファミリービジ
ネスを含む企業では、リスクテーキングが財務的パフォーマンスに正の影響を与えること






を示すことが発見されている(Habbershon et al., 2010; Rauch et al., 2009)。 
ファミリービジネスでは、スチュワードシップ理論から、オーナー経営者であるトップ
の企業へのコミットメントの強さと個人の自己実現との同一化により、長期にわたる組織
的資源のマネジメントと、それによるユニークな資源の創出が行われている(Sirmon & Hitt, 
2003)。さらにスチュワードシップの高いトップがいるファミリービジネスでは、企業の目
的とゴールの実現に向けた革新的で予測的な行動と変革への意識があり、パフォーマンス
獲得へのモチベーションの強さがあるとされる(Corbetta & Salvato, 2004)。ファミリービジネ
スのトップやリーダーは、素早く大胆で型破りな行動を取り自由を得ており、コアコンピ
タンスの追求に取組み続ける一方で、独自性や独創性から多くのイノベーションを生み出






センティブが生じるため(Demsetz & Lehn, 1985)、非ファミリービジネスよりもパフォーマ














するという傾向がある(Davis et al., 1997)ことから、これらの特徴は先進性を促進し、アント
レプレナー的パフォーマンスを向上させると推測される。 
さらに、企業の評判がそのままトップやファミリー自身の評判と結びついているために、
企業の業績改善へのインセンティブが強いという傾向があり(Anderson & Reeb, 2003)、ファ






尽くすという認識が生じる(Miller & Le Breton-Miller, 2005)。さらに明確なリーダーシップに

























サンプルは、前章までと同様、ファミリービジネス 112 社である。 
アントレプレナー的オリエンテーションの 3 つ要素、革新性、先進性およびリスクテー





り、とした 5 段階のリッカート尺度を用いて測定している。 
アントレプレナー的オリエンテーションの競争上の攻撃性および自律性の測定には、Dess 






Covin & Slevin (1989)の 3 つの尺度に対する信頼性や妥当性は先行研究によりチェックさ
れており、変数が標準化されているが、Dess & Lumpkin (2005)の 2 つの尺度に関しては信頼
性や妥当性が十分には確認されていない。また、Naldi et al. (2007)はファミリービジネスを
対象としてアントレプレナー的オリエンテーションを測定する尺度を分析し、革新性、リ
















因子が採択された。いずれの因子に対しても因子負荷量が 0.4 を満たさなかった 2 項目を除
外し、最尤法、プロマックス回転により再度分析を行った。分析の結果は表 8.1 に示す通り
である。4 因子による累積寄与率は 69.12％となった。 
 この因子分析に関する適合度検定・カイ２乗は 70.379、自由度 51、有意確率 0.037、妥当
性は Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度が 0.727、Bartlett の球面性検定による近似カイ
２乗が 380.134、自由度 105、有意確率 0.000 であり、用いたサンプルは因子分析に適した
データであることが示された。 





第 2 因子には、Dess & Lumpkin (2005)の競争上の攻撃性尺度の 3 つの質問項目に、Dess & 










第 3 因子は、Covin & Slevin(1989)の先進性尺度の 3 つの質問項目をそのままを含む尺度で
あるため、この因子は「先進性」とする。 
 第 4 因子も、Covin & Slevin (1989)のリスクテーキングの尺度の 3 つの質問項目をそのま
まを含む尺度になるため、この因子は「リスクテーキング」とする。 
各因子について因子負荷量が 0.4 以上の項目を平均した値を尺度とみなした場合、クロン
バックの α係数は、革新性(4 項目)が 0.815、競争上の積極性(5 項目)が 0.765、先進性(3 項目)
が 0.781、リスクテーキング（3 項目）が.691 と、十分な内的整合性を有している。そこで、
各因子を構成する項目の平均値を尺度として用いる。尺度間の相関係数および信頼性係数













表 8.1 アントレプレナー的オリエンテーションの探索的因子分析結果(N=112) 
質問項目 F1 F2 F3 F4 
現行製品やサービスの改善や大掛かりな変更をよく行うか .878    
製品・技術・サービスで首位になるため文化・報酬等を促進 .688    
研究開発より現行製品サービスのマーケティングに力を入 .684    
新製品や新サービスを多く投入することに力を入れる .481    
自社の危機や過度な積極性による危険を察知できるか  .828   
コストや技術、新製品等で競争力あるポジションを促進する  .761   
競争力やポジションが危うい場合、積極的な有効策を取る  .760   
部署間や従業員間の許容やバランスがよく保たれている  .754   
新しいアイディアを促進するため組織再編などを行っている  .604   
競合他社に勝とうという共存的より競争的ポジジョンを取る   .773  
競合他社よりも先に新システム・技術・製品・サービスを投入   .673  
たいてい先行して変革を始め、競合他社はそれに反応する   .502  
誤った決定リスクを減少するため慎重に観察する傾向が強    .908 
目的達成のため、注意深く調査し段階的に実施する    .604 
ハイリスクのプロジェクトを検討、実行する傾向が強い .   .591 
累積寄与率％ 38.01 50.14 60.59 69.12 
注 1： F1 は因子１で革新性、F2 は因子 2 で競争上の積極性、F3 は因子 3 で先進性、 
F4 は因子 4 でリスクテーキングである。 






表 8.2 尺度間の相関と信頼性 




革新性 4 14.483 2.175 0.815       
競争上の積極性 5 17.334 3.223 0.379 0.765     
先進性 3 10.447 2.164 0.387 0.497 0.781   
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ることになる。このため、仮説 2 は部分的に支持された。 
革新性 
競 争 上 の
積極性 
先進性 







が発見された。これら 3 つの要素は、革新性に Dess & Lumpkin (2005)の自律性尺度の質問















とから、結果の解釈が研究によって大幅に異なることがないとされている Covin & Slevin 
(1989)のアントレプレナー的オリエンテーションの 3 つの尺度と質問項目は、日本のファミ
リービジネスを対象とした調査でも第 1 因子として「革新性」、第 3 因子として「先進性」、
第４因子として「リスクテーキング」が発見され、それぞれの因子にはオリジナルの各 3
項目からなる質問項目がすべて含まれていた。Dess & Lumpkin (2005)によって示された「自
律性」「競争上の攻撃性」の尺度は、2 つとも因子として分離されず、競争上の攻撃性尺度
の質問項目 3 項目に自律性尺度の質問項目 2 項目を加えた因子である「競争上の積極性」
















強い経営者であれば、従業員同様に組織の規範やルールを尊重するという Eddleston & 
Kellermanns(2007)の示唆からも理解できる。 











本章では、Rauch et al. (2009)のメタアナリシス分析によるリスクテーキングが財務的パフ
ォーマンスに正の影響を与えるという結果と同じく、リスクテーキングがアントレプレナ
ー的パフォーマンスに正の影響を与えることが発見された。しかし、ファミリービジネス











果であるが(Habbershon et al., 2010)、アントレプレナー的オリエンテーションとアントレプ












戦略を取りやすいため新規事業に取組みにくいという先行研究の知見から (Morris, 1998; 
Short Payne, Brigham, Lumpkin, & Broberg, 2011)も理解できるだろう。自律性が重要であると














































的パフォーマンスだけでなく、社会的パフォーマンス(Habbershon et al., 2010)や承継パフォ
ーマンス(Chittoor & Das, 2007)2)などの非財務的パフォーマンスがある。本章では、ファミリ
ービジネスが目指すゴールに、利益や事業の拡大だけでなく、事業の承継や企業の存続(後
藤,2009)、地域の活性化やネットワークの向上、人間関係やステークホルダーとの関係の向
























1) 心理的測定における異文化での妥当性は、Bhagat, Kedia, Crawford, & Kaplan (1990)に詳し
い。また異なるサンプル、異なる場面の妥当性に文化的問題が入る交叉（交差）文化的
な妥当性については、萩原(1978)に詳しい。 














































































関係資本をあげている(Adner & Helfat, 2003; Sirmon & Hitt, 2003)。 








(Habbershon & Williams, 1999)。 
 ファミリネスは、ファミリーとビジネスの相乗効果によるものであり、そのため価値が










源による(Habbershon et al., 2010)。後藤(2012d)は、ファミリネスを「ファミリー、個人およ
びビジネス間のシステム相互作用から生じる、企業に固有な資源の束」と定義している。





















関する Irava (2009)の研究と、Habbershon & Williams (1999)、Sirmon & Hitt (2003)によって提
示されているファミリネスとしての資本を中心に、尺度を構成することとする。 





(Sirmon & Hitt, 2003)。暗黙知はファミリービジネスに最も重要なものであり、特定の知識が
属人的に承継されてきた伝統産業において、暗黙知は競争優位性の中核的存在として重視
されるものである(後藤, 2012d)。ファミリービジネスは伝統や歴史に守られた知識や技術を







つ(Rosenblatt et al., 1985)。ファミリーメンバーは、雇用された経営者とは異なり、ファミリ
ーの名前を持ち、ファミリーとして経営に参加することで企業に対する責任感と帰属意識
が高まり、パフォーマンスの向上や組織改善のため、従業員やステークホルダーとの良好
な関係構築へのモチベーションや経営意識が高くなる(Miller & Le Breton-Miller, 2005)。所有
と経営の一致からエージェンシーコストやコンフリクトが低いため、人的資本としてのプ
ラス面は、事業環境に応じた経営者の役割変化や管理方法の柔軟性やタイムリー性(Poze et 






2012b; Nahapiet & Ghoshal, 1998; Sirmon & Hitt, 2003)。つまり、ファミリーに埋め込まれてい
るため、関係先からみた正当性が高まり、人的資本を高める効果をもたらすものである(後
藤, 2012d)。この資本は、情報の提供、技術的知識、マーケットへのアクセス、敬意への資
本であり(Ireland et al., 2001)、構造的、認知的、関係性による側面からなる資本であり、構
造的にはネットワークをベースとし、認知的には言葉や話しのシェアをベースとし、関係
性では信頼、規範、貢献をベースとする(Sirmon & Hitt, 2003)。このため、人々の協調行動が

















や資産などの資本であり、個人的な資源である(Dreux, 1990; Sirmon & Hitt, 2003)。つまり、
ファミリーメンバー個人によって提供され、貸し借りされる財務資本と人的資本である。
これは所有と経営の一致により利益を内部留保しやすく、経済状況や経営状況が悪化の際
に事業継続を可能とするセーフティネットのひとつとなっている(Sirmon & Hitt, 2003)。また
この資本は、ファミリーにとって、後に大きな報酬を伴う対価となりうる資本である(Sirmon 
& Hitt, 2003)。 
寛容資本(patient capital)は、投資され、清算の恐れにない財務資本であり、資本として持
続的な忍耐性をもつ資本であり、財務資本である(McConaughy & Philips, 1999; Sirmon & Hitt, 
2003)。ファミリーによる資本や資金の提供はその回収を目的とせず、短期的な成果を優先
しないため、経営の安定や事業開発において時間的余裕を持つことができ、価値ある資産
の形成ができ、資源や利益の乏しい事業環境における倹約(parsimony in scarce environments)
や、厳しい経営状況での財務的な倹約性を持つことで、事業への取り組みの早さや決断の










































的資本、プロセス資本の 3 つの資源のカテゴリーからなる 6 つのファミリネスの束、人的
資本のカテゴリーからレピュテーション、洞察的経験とスキルとしての経験、組織的資本



















































(Habbershon et al., 2010)。つまり、ファミリーとビジネスの相互作用からなる資源であるフ
ァミリネスは、アントレプレナー的オリエンテーションを促進するか、もしくは阻害する
146 
ものであると推測される。Lumpkin & Dess (1996)は、アントレプレナー的オリエンテーショ
ンを、企業が行うアントレプレナー活動としての組織的プロセス、メソッド、スタイルと
して定義し、その活動の成否を決定づけるものとして資源ベース理論の枠組みから分析を
行い、アントレプレナーシップの資源を人的資本、財務資本、社会的資本(Aldrich & Martinez, 
2001)とした。またファミリービジネスでは、アントレプレナー的オリエンテーションに対
してファミリーとビジネスの二重性の特徴、そしてファミリネスの影響が大きいことを示

















































配分やマネジメントコントロールだけでなく、Bartlett & Ghoshal (1999)が示すように、アン
トレプレナーシッププロセス、コンピタンス育成プロセス、そしてイノベーション・プロ




































Dess et al. (2003)は、戦略的アントレプレナーシップを戦略的リニューアル、持続的再生、




































































必要である(Covin & Slevin, 2002; Morris et al., 2008)。オーナー経営者は自社を守り発展させ
ていくことが自己実現につながる傾向が高く、事業状況に対する周囲からの評判が自己評
価に結びつく可能性があるため、経営者意識が強い。そのため、事業環境への機会と脅威
の認識力が高く、事業継続や従業員への責任感が強く(Chrisman et al., 2003)、企業の評判が
そのままファミリー自身の評判と結びついているために、企業の業績改善へのインセンテ
ィブが強い(Anderson & Reeb, 2003)。またファミリービジネスでは社会的信用や社会からの





機会を事業化するための行動を促進させるというトップの役割である(Morris et al., 2008)。
ファミリービジネスでは、トップが企業の目的とゴールの実現に向けた革新的で予測的な
行動と変革への意識を持ち、変化に対応しながら、変革に取組みパフォーマンスを獲得し
ようとするモチベーションの強さが示されている(Corbetta & Salvato, 2004)。またステークホ
ルダーや従業員との信頼性、相互的な利他性、信頼できる契約関係から長期的なオリエン






























スに影響を与えることが発見されている(Ling & Kellermanns, 2010)。ファミリービジネスの
トップ・マネジメント・チームに多様なファミリーメンバーが含まれることで、それぞれ
のファミリーメンバーのスチュワードシップによる利他主義の違い、戦略的プロセスへの
参加程度の相違や、葛藤が生じるため(Ling & Kellermanns, 2010)、ファミリービジネスでは


















































Bartlett & Ghoshal (1999)は、企業のコンピタンスとしてトップを捉えており、同時にコン


















(Sirmon & Hitt, 2003)。しかし、組織のマネージャーは資源に対して、目的を達成のために、
これらを統合してユニットの中で効果的に調整を行わなければならない(Sirmon & Hitt, 
2003)。ファミリネスとトップの役割に関する先行研究は概念的な知見しかないが、ファミ
リービジネスのトップには、マネージャーとしての調整の役割も必要と推測される。 
さらに、Habbershon & Williams (1999)はファミリネスを戦略的に競争優位とするため、フ




第 2 段階 これらの要素を物的資本、人的資本、組織的資本、プロセス資本として評価し、
ファミリービジネス固有の資源であるファミリネスを決定する。 
第 3 段階 ファミリネスという経営資源がどのようにマネジメントされ、企業の競争優位
を実現する能力に転換されていかを評価する。 
第 4 段階 他社と比較して、ファミリービジネスである企業がどれほど競争優位性を獲得
154 
しているかを分析する。 
第 5 段階 これらの分析を踏まえて戦略の策定と評価を行う。 
第 6 段階 オーナー経営者を含む経営陣やファミリーミーティングによりファミリネスを
継続的に再評価し、補充し獲得する。 
 























サンプルは、第 6 章に示した質問票調査分析であるファミリービジネス 112 社である。業
種は限定せず、自社をファミリービジネスとして認識し、後継者への継承が行われている
企業で、ファミリーが経営者および主要な経営陣に加わり、かつ最大株主である企業、少
なくも 2 世代がファミリービジネスに関わり、従業員が最低 10 人以上おり、創業から 30
年以上が経過している企業で、東京青年会議所、日本青年会議所、ライオンズクラブ、銀
座百店会、ファミリービジネスネットワーク、東都のれん会、銀実会などに所属する、も




ントに関する 2 項目、知識や経験とスキルに関する 2 項目、社会関係資本からレピュテー
ション(人的資本でもある)に関する 1 項目、組織的資本から意思決定に関する 1 項目、組織
文化や企業文化に関する 1 項目、プロセス資本と社会関係資本から関係性の 1 項目、ネッ
トワークに関する 1 項目、存続資本に関する 1 項目、寛容資本としての資産と財務資本と












機会の創出と意味づけに関する 3 項目、アントレプレナーシップと戦略のリンクに関する 2
項目、新規事業の承認および意思決定に関する 2 項目、アントレプレナーシッププロセス
の促進と管理に関する 3 項目、組織体制のマネジメントとコントロールに関する 3 項目、
ファミリーメンバー、トップ・マネジメント・チームのコントロールとマネジメントに関




アントレプレナー的オリエンテーションの測定には、Covin & Slevin (1989) が開発した革
新性、先進性およびリスクテーキングを測定する 9 項目と、Dess & Lumpkin (2005)が開発し
た自律性および競争上の攻撃性を測定する 8 項目を用いる。第 8 章では、これら 17 項目に



















による分析を行ったところ、結果は表 9.1 に示す通りである。3 因子による累積寄与率は
65.58％である。 
 この因子分析に関する妥当性については、Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度は 0.645、


























バック α係数は、環境対応資本(4 項目)は 0.787、蓄積保持資本(4 項目)は 0.736、親族・従業




表 9.2 に示している。 
 
 
表 9.1 ファミリネスの探索的因子分析結果(N=112) 
ファミリネスの項目 F1 F2 F3 
ステークホルダーや地域との良好な関係・コミュニケーション .869   
ファミリービジネスとしての素早い意思決定 .850   
資産と資産状況 .801   
ブランドやファミリーの名前、評判 .587   
ファミリービジネスが持つネットワーク  .887  
トップの知識や経験、スキル  .877  
ファミリービジネスとして得てきた知識や経験、スキル  .696  
組織的文化や企業文化、創業者精神  .461  
従業員のコミットメントの高さ   .810 
ファミリーメンバーのビジネス経験と組織へのコミットメント   .732 
ファミリーメンバーの資産や労力   .405 
累積寄与率％ 30.28 51.06 65.58 
注 1： F1 は因子 1 で環境対応資本、F2 は因子 2 で蓄積保持資本、 
F3 は因子 3 で、親族・従業員資本である。 
注 2： 因子負荷量が.400 未満の数値は省略した。 
 
 
表 9.2 尺度間の相関と信頼性 






環境対応資本 4 14.340 3.001 0.787     
蓄積保持資本 4 14.711 2.965 0.344 0.736   


















調整済み R2 0.16 
F 5.11* 







ずれの因子に対しても因子負荷量が 0.4 を満たさなかった 1 項目を除外し、最尤法・プロマ
ックス回転により再度分析を行った。分析の結果は表 9.4 に示す通りである。5 因子による
累積寄与率は 69.62％となった。 
この因子分析に関する適合度検定・カイ 2 乗は 174.61、自由度 82、有意確率 0.001、妥当
性について、Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度は 0.645、Bartlett の球面性検定による
近似カイ 2 乗は 410.28、自由度 136、有意確率 0.000 であり、用いたサンプルは因子分析に
用いることが可能なデータであることが示された。 















第 3 因子は 3 項目からなる。3 項目のうちファミリーメンバーの待遇に関する項目と社外
ネットワークに関する項目が含まれている。「組織に柔軟性を持たせ、新規事業をサポート
している」という項目も入っていることから、「組織のマネジメント」とする。 
第 4 因子も 3 項目からなる。これらは「規則、時間、財務の管理は徹底している」「新規
事業が現行事業に悪影響を与えないよう管理する」という内容が中心となっていることか
ら、「既存組織の維持・管理」とした。 





バック α係数は、アントレプレナー的ケイパビリティの育成(6 項目)が 0.883、アントレプレ
ーシッププロセスの促進と管理(5 項目)が 0.793、組織のマネジメント(3 項目)が 0.723、既存

















表 9.4 トップの役割の探索的因子分析結果(N=112) 
質問項目 F1 F2 F3 F4 F5 
新しいことに取組むため、経営陣・従業員の意識改革を行う .937     
新アイディアや新規事業が必要な意味を従業員に理解させる .800     
新しく発見した機会を新規事業として試みることを承認する .784     
従業員の創造的潜在力の開発や技術のアップに努める .780     
アイディアが新規事業として立ちあがるまでサポートする .672     
新アイディアや新規事業に資金をサポートする .512     
指揮命令系統は明確に部署等に責任と権限を割り当てている  .974    
挑戦への努力や誠実性をよしとする企業文化を作る  .801    
外部環境の変化、競合他社の行動や技術開発に関心を持つ  .800    
新アイディアやプランの実行と現行事業のバランス判断を行う  .526    
常にこれが顧客の価値になるか、自分たちの事業なのかを問う  .502    
社外のネットワークや人脈を仕事の問題解決に役立てている   .908   
組織に柔軟性をもたせ、新規事業に対応できる体制を作る   .783   
ファミリーメンバーの報酬等は従業員同様、成果、階級等に応   .477   
規則、時間、財務などの管理は明確にし徹底している    .808  
新規事業が現行事業に悪影響を与えないよう管理する    .663  
ファミリーメンバー、経営陣の経営や新規事業での対立を解決    .614  
組織や事業を改善するため、社内ではオープンに話し合う     .817 
新アイディアや新規事業のリスクに対する情報収集を常に行う     .567 
累積寄与率％ 32.94 44.48 54.49 62.67 69.62 
注 1： F1 は因子１でアントレプレナー的ケイパビリティの育成、F2 は因子 2 でアントレプレナーシップ
プロセスの促進と管理、F3 は因子 3 で組織のマネジメント、F4 は因子 4 で既存組織の維持と管理、 
F5 は因子 5 で組織のコミュニケーションである。 










表 9.5 尺度間の相関と信頼性 






















6 18.539 6.832 0.883        
アントレプレナーシ
ッププロセスの促進 
5 15.178 5.536 0.432 0.793      
組織のマネジメント 3 10.789 3.106 0.248 0.132 0.723    
既存組織の維持管理 3 9.967 2.408 0.698 0.346 0.001 0.562  
組織のコミュニケー
ション 








































(1) (2) (3) (4) (5) 
環境対応資本 .23*(.38) .31**(.37) .05(.73) .35**(.18) -.11(.14) 
蓄積保持資本 .12(.33) .12(.26) .19(.50) .12(.12) -.10(.09) 
親族従業員資本 .09(.35) .11(.27) -.14(.53) .01(.13) .27*(.10) 
R2 .09 .15 .06 .16 .08 
調整済み R2 .05 .10 .01 .10 .03 
F 1.64 2.76* 0.99 2.84* 1.45 






































組織行動を促進させるものである(Hitt et al., 2002)。ファミリーの名前や老舗としての企業の




















成功には欠かせないもの(Hitt et al., 2001)であり、企業のもつ業務能力としてのスキルと知識
164 
(Covin & Slevin, 2002)であり、企業のもつ知識とスキルのほとんどは人的資本であるといっ







































































































































































































とが鍵である(Moris et al., 2008)。コーポレート・アントレプレナーシップの実行においては、
ミドルのアントレプレナー的行動への意思や行動が組織に影響を与えるため(Hornsby et al., 








動を促進する組織要因を Hornsby et al. (2002)が組織要因を測定するために開発した





























され始めている(Morris et al., 2008)。 
トップの役割については、前章で詳しく論じている。トップは、企業のコーポレート・
アントレプレナーシップに関するすべての戦略、行動、実行に対する責任を持つという役

















さらにミドルは、外部環境や内部環境から革新的アイディアを収集し(Zahra et al., 1999)、
自らの行動によって知識を探索して蓄積、統合し、コミュニケーションを通じて組織へ定
着させ(Morris et al., 2008)、コーポレート・アントレプレナーシップのプロセスに必要な組












的行動を促し、活動を促進させる組織要因をもっている(Zahra,1991; Zahra & Covin,1995;  
Pearce et al., 1997; Marvel et al., 2007)。Kuratko et al. (1990) の実証研究では、マネジメントの
サポート、組織的構造、報酬と資源の利用可能性の 3 つがミドルのコーポレート・アント
レプレナー的行動を促進する組織要因として発見された。Hornsby et al. (2002)は、この結果
とその後の先行研究から、ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因として、
ミドルのアントレプレナー的行動を促進する意志と行動をサポートするマネジメントサポ
ート(Quinn, 1985; Kuratko,1993; Pearce et al., 1997)、リスクを取ろうとする意志を支持し、失
敗への耐性を持つリスクテーキング(Quinn, 1985: Kanter, 1985; Stopford & Baden-Fuller, 1994)、
個人的責任と結果ベースのインセンティブになる効果的な報酬システムとアントレプレナ
ー的行動のリスクに見合った報酬(Kanter,1985）、時間的側面を含む資源とアントレプレナー
的行動のために利用可能な資源(Kanter, 1985; Sleven & Covin, 1997)、アイディアを支持し評
価、選択、実行に移すためのサポーティブな組織構造をあげ(Hornsby et al.,1993; Sleven & 
Covin, 1997; Zahra, 1993)、これらを重要な組織要因として仮説を立てて実証研究を行い、マ
ネジメントサポート、仕事の裁量、報酬と強化、時間的制約、組織的領域の 5 つの因子を























分析ツールとして 48 の質問項目と 5 尺度のアセスメント調査票 Corporate Entrepreneurship 
Assessment Instrument (CEAI)が開発され、5 つの組織要因が尺度として用いられている。尺



















く遇することから(Miller & Le Breton-Miller, 2005)、ファミリーメンバーや従業員の組織に対























が役割を変化させる管理方法を持つことが示されており(Poza et al., 1997)、従業員を組織の
発展に重要な人的資本と捉えるため(Miller & Le Breton-Miller, 2005)、従業員への高い報酬や
良好な報酬システムが示されている(Donckels & Fröhlich, 1991)。ファミリービジネスでは、
従業員に高い給料を支払い、富を分かち合い、昇進に道を開き、従業員との一体意識を育




業員の忠誠心の厚生意識の高さ(Ward, 1997)、従業員のコミットメントの高さ(Sirmon & Hitt, 













現状について、分析できるようになったのである(Hornsby et al., 2002, 2008)。さらに、組織
要因が尺度化されたことで、コーポレート・アントレプレナーシップの戦略を組織に根付
かせ、促進するための組織要因の開発や、コーポレート・アントレプレナーシップの取組
みのプロセス強化要因を開発する手助けになるとされている(Hornsby et al., 2009)。さらに、
現在ではミドルレベルのマネージャーの中でも、組織要因によってアントレプレナー的行
動を積極化させるのは、下位のファーストレベルよりミドルや上位のシニアレベルのマネ
ージャーであることが発見されている(Hornsby et al., 2009)。 
これらから、CEAI のアセスメントに対する信頼性ならびに内容的妥当性および構成概念
妥当性などの妥当性については、実証研究が行われる度に検証され、信頼性や妥当性が確
認されてきている(Adonisi, 2003; Hornsby et al., 2008, 2009; Holt, Rutherford, & Clohessy, 2007; 
Wyk & Adonisi, 2011)。しかし、心理的測定によるアセスメントのため、外部妥当性につい
ては検討の余地を残しているといえる(Adonishi, 2003; Hornsby et al., 2009; Wyk & Adonisi, 










Holt et al. (2007)、Hornsby et al. (2008)は、CEAI が心理的測定によるアセスメントであるた








メントサポートと仕事の裁量の組織要因が Covin & Slevin (1989)が開発した組織のアントレ
プレナー的行動の測定尺度であるアントレプレナー的オリエンテーションと正の相関があ
ること(Hornsby et al., 2008)、実行されたアイディアと正の相関があること(Hornsby et al., 
2009)が発見されている。日本のミドルを対象として発見された組織要因の因子とアントレ
プレナー的オリエンテーションの関係では、発見されたすべての因子がアントレプレナー






































ミドルのアントレプレナー的行動を促進する促進要因を構成する要素は次の 5 つになる。 
① マネジメントサポート：トップ・マネジメントによる革新的なアイディアへのサポート、
必要な資源や知識の利用、アントレプレナー的行動や意思のサポート、ミドルに安心感







1983; Marvel et al., 2007) 
④ 時間的制約：革新的アイディアの取組みへの時間や時間的なゆとりにより、ミドルがア
イディアを熟慮し実行への準備を行い、従業員間や部署間のコミュニケーションをはか
ること(Floyd & Wooldridge, 1992; Marvel et al., 2007) 
⑤ 組織的領域：組織がアイディアを評価、選択、実行するメカニズムによりミドルはアン








アントレプレナー的オリエンテーションの測定には、Covin & Slevin (1989) が開発した革
新性、先進性およびリスクテーキングを測定する 9 項目と、Dess & Lumpkin (2005)が開発し
た自律性および競争上の攻撃性を測定する 8 項目を用いる。第 8 章では、これら 17 項目に


















荷量が 0.4 を満たさなかった 16 項目を除外し、最尤法・プロマックス回転により再度分析
を行った。分析の結果は表 10.1 に示す通りである。4 因子による累積寄与率は 59.45％とな
った。 
 この因子分析に関する適合度検定・カイ 2 乗は 396.307、自由度 272、有意確率 0.000、妥
当性は Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度は 0.615、Bartlett の球面性検定による近似カ
イ 2 乗は 324.699、自由度 378、有意確率 0.000 であり、用いたサンプルは因子分析に用い
ることが可能なデータであることが示された。 














第 3 因子は、10 項目からなり、すべての項目がマネジメントサポートの尺度の項目であ
るため、「マネジメントサポート」尺度とした。 





バックの α係数は、組織的環境(11 項目)が 0.842、報酬と成果へのサポート(7 項目)がが 0.848、




用いる。尺度間の相関係数および信頼係数は、表 10.2 に示している。なった。 
以上の結果を検討した結果、米国の既存研究で発見された尺度は 5 つであったが、日本
のファミリービジネスでミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因としては、4
つの因子が抽出された。米国の CEAI の既存研究とオリジナル尺度と同じ因子が 2 つ、尺度
名は変えたがオリジナル尺度の質問項目を多く含み類似した因子 2 つ抽出された。このた




















表 10.1 CEAI の探索的因子分析結果(N=112) 
質問項目 F1 F2 F3 F4 
経営者や経営陣と私の仕事の成果に関してしばしば協議 .795    
仕事の質、量、成果をどう期待されているか理解している .693    
私の仕事の評価基準は明確 .600    
私の仕事に不明確なところはない .585    
自分の能力を生かす為に行動するチャンスの供与 .581    
新プロジェクトは各部署横断的方法で新アイディアを創造 .564    
独自の判断をする自由の供与 .470    
私の仕事ぶりは期待されている .469    
クリエイティブに独自の方法で仕事するチャンスの供与 .462    
自分のアイディアをのばすことが会社や組織の改善のため .452    
私の主要な仕事には多くのルールや手順が書面で存在 .408    
従業員の仕事での顕著な実績は経営陣に報告  .878   
仕事の成果が良い従業員に特別な報酬を供与  .841   
仕事の成果がよい従業員には仕事の責任を増やしている  .830   
経営者や経営陣は障害を取り除き仕事を支援する  .626   
私が受け取る報酬は仕事の成果による  .478   
私は仕事で多くのチャレンジができる  .463   
革新的プロジェクトやアイディアを資金的にサポートされる  .448   
アイディア実行は承認手続きやルールにはこだわらない   .797  
経営者・経営陣は革新的プロセスを経験している   .723  
従業員からも、仕事や作業の改善方法が提案される   .618  
仕事や作業が改善されると、みな素早くそれを取り入れる   .588  
革新的なプロジェクトで成功すれば対価として報酬を得る   .490  
リスクを取る者はビジネスにおいて前向きな人と考えられる   .488  
革新的アイディアは実行するよう上層部から後押しされる   .446  
新しいプロジェクトを立ち上げるために会社の資金が提供   .443  
プロジェクトのアイディアに関し経営陣や他部署と話し合う   .438  
新しいアイディアへのリスクは常に計算されている   .424  
仕事を成し遂げるのに十分な時間がある    .945 
私の仕事量は時間的にみてやり終えるのに十分    .757 
新しいアイディアを思考する余裕や時間的ゆとりがある    .675 
私は時間的制約を受けて仕事をしている    .550 
累積寄与率％ 24.45 46.33 54.04 59.45 
180 
注 1： F1 は因子 1 で組織的環境、F2 は因子 2 で報酬と成果へのサポート、F3 は因子 3 でマネジメント 
サポート、F4 は因子 4 で時間的制約である。 
注 2： 因子負荷量が.400 未満の数値は省略した。 
 
 
表 10.2 尺度間の相関と信頼性 










組織的環境 11 35.217 6.192 0.842       
報酬と成果へのサポート 7 21.539 4.354 0.544 0.848     
マネジメントサポート 10 28.031 5.232 0.334 0.380 0.825   
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の因子である第 4 因子として抽出されている。 




















































関する因子は、ミドルの自律的行動を育成しそれを強化するとされ(Pearce et al., 1997)、自




























































































































第 1 章で本研究の目的を提示し、第 2 章でリサーチ・クエスチョンとリサーチ戦略を提




構築し、提示した。提示した分析枠組みは、図 5.2 の通りである。 
 
 
図 5.2 ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの 
分析枠組み 
 
                
   
   
  




































































































が確認されている Covin & Slevin (1989)の 3 つの尺度と同じであり、オリジナル尺度と同じ
因子が発見されたことで、日本のファミリービジネスの組織のアントレプレナー的行動を



























































































これらの因子は、オリジナルの CEAI の尺度と同じ因子が 2 つ、そして、尺度名は異なる
がオリジナル尺度の質問項目を多く含む類似の因子が 2 つである。米国の先行研究では、
ミドルレベルのマネジメント層においても、これらの因子によりアントレプレナー的行動


























































いた。本論文では、戦略的アントレプレナーシップの視点 (Hitt et al., 2002) を取り入れ、そ
こから、不確実性から利益を生むためにビジネスや機会について考える方法、意思、方向
性であるアントレプレナー的マインドセット(McGrath & MacMillan, 2000)および組織が今
どこに向かっているのかを個人が理解し、組織全体の組織メンバーにゴールを伝える統合









& Williams, 1999) を含む経営資源、コーポレート・アントレプレナーシップに関するすべて
の戦略、行動、実行に対する責任を持つトップの役割(Morris et al., 2008)、コーポレート・
アントレプレナーシップにおいてミドルのアントレプレナー的行動を促し、活動を促進さ
せる組織要因(Hornsby et al., 2002)、そして組織レベルのアントレプレナー的な姿勢や態度、
努力による成果の顕現であり、イノベーション、リニューアル、ベンチャリングなどのコ
ーポレート・アントレプレナーシップの実行に対するアントプレナー的成果であるアント
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